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第１章    計画策定の趣旨について 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

近年、障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が進む中で、障がい福祉サービ

スのニーズはますます複雑化・多様化しており、全ての障がいのある人が、地域で

安心して生活できるまちづくりが求められています。また、「障害者基本法」の理念

にのっとり、障がいの有無によって分け隔てられることなく社会参画と意思決定を

行い、障がいのある人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながらともに支え

合う共生社会の実現が求められています。 

国においては、平成28年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」が施行され、社会的障壁の除去と合理的配慮の提供を明記したほか、同時に施

行された「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」においても、

雇用の分野における障がいを理由とする差別的取扱いを禁止する旨が規定されるな

ど、平成26年１月に批准した「障害者の権利に関する条約」の着実な実現に向け各

種法整備が進められてきました。 

その後も、障がい者に係る法律・制度の改正が進められる中で、令和５年には「第

５次障害者基本計画」が策定され、共生社会の実現に向け、障がいの有無に関わら

ず、全ての国民は等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重し、

障がいをもつ人が自らの決定に基づき、社会のあらゆる活動に参加し、自らの能力

を最大限発揮し自己実現できるよう支援するとともに、社会への参加を制約してい

る社会的な障壁の除去することを基本理念とした取組が進められています。 

さらに、国際的に豊かで活力ある未来を創る「持続可能な開発目標（SDGs：

Sustainable Development Goals）」が示され、「誰一人取り残さない持続可能で多

様性と包摂性のある社会」の実現に向けて取組が進められおり、我が国においても

SDGsの実現に向けて、官民ともに取り組んでいます。障がい福祉施策を推進するに

当たって、SDGsを意識して取り組むことで、社会における様々な主体と連携しなが

ら、障がいのある人々の人格と個性が尊重され、その最善の利益が実現される社会

を目指します。 
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小金井市（以下「本市」）では、「障害者計画」や「障害福祉計画」の策定を通じ

て、障がい福祉の推進を図り、平成30年度に「小金井市障害者計画」、令和３年度に

「第６期小金井市障害福祉計画」を策定し、各種の施策に取り組んでまいりました。

これらの計画期間が令和５年度をもって終了することから、計画の理念である「障

がいのある人もない人もそれぞれが尊厳あるひとりの小金井市市民として自立し、

住み慣れた地域でともに支え合いながら、安心して暮らしていける共生都市・小金

井の実現」を念頭に、次期計画である「小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福

祉計画・第３期小金井市障害児福祉計画」を策定し、本市における障がい者福祉施

策を総合的・計画的に推進していきます。 
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２ 国の障害者施策の流れ 

（１）障害者計画にかかる動向  

障害者施策は、昭和45（1970）年に「心身障害者対策基本法」によって、基本的な

法律が成立しました。その後、「国際障害者年」（昭和56（1981）年）等の国際的な

動きを経て、昭和57（1982）年に国内では障害者施策に関して初めての本格的な長

期計画である「障害者対策に関する長期計画」を策定、平成5（1993）年にはその後

継計画として「障害者対策に関する新長期計画」が策定されるなど、障害者施策の

推進が図られてきました。 

そうした中で、「心身障害者対策基本法」は平成5（1993）年に「障害者基本法」

として、障害者の自立と社会参加の促進、精神障害者を障害者の範囲に加えるなど

大きく改正され、平成15（2003）年度には「障害者基本法」に基づき「障害者基本計

画」が策定されました。「障害者基本計画」は、平成24（2012）年度までの10年間を

計画期間として、障害の有無に関わらず国民誰もが相互に人格と個性を尊重し合う

「共生社会」とすることが掲げられ、障害のある方々が活動し、社会に参加する力

の向上を図るとともに、福祉サービスの整備やバリアフリー化の推進など、自立に

向けた地域基盤の整備に取り組んできました。「障害者基本法」は平成16（2004）年

に改正され、各自治体における『障害者計画』の策定義務化等が規定されました。 

平成15（2003）年から、身体障害、知的障害児・者の福祉制度は、市町村がサービス

内容を決定する従来の「措置制度」に変わって、「支援費制度」が導入され、利用者自

らがサービスを選択できるようになりました。平成17（2005）年10月には、安定した財

源確保のもと、公平で利用者本位に立った支援制度を確立し、障害者の地域生活と就労

を進め、自立を支援するための法律として、「障害者自立支援法」が成立しました。こ

れにより、『障害福祉計画』の策定も各自治体に義務づけられました。 

平成23（2011）年には、「障害者基本法」が防災・防犯、消費者としての障害者の

保護を加えるなど一部修正される中、「障害者自立支援法」が廃止され、難病等を障

害者の定義に加えること、ケアホームのグループホームヘの一元化、重度訪問介護

と地域移行支援の利用対象の拡大、「障害支援区分」への見直しなどを主な内容と

した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合

支援法）」が平成24（2012）年に新たに制定されました。 
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また、平成30（2018）年には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（改正障害者総合支援法）」が

施行され、自立生活援助や就労定着支援、共生型サービスの創設等とともに、近年

増加している医療的ケア児への支援体制の整備等、障害児支援のニーズの多様化へ

きめ細かな対応を図るため、『障害児福祉計画』の策定が各自治体に義務づけられ

ました。 

 

 

（２）近年の障害者に関するその他の法整備  

障害者の人権や権利に関しては、虐待を受けた障害者の保護や、養護者に対する

支援の措置等を定めた「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律（障害者虐待防止法）」が平成24（2012）年に施行されました。また、差別の

解消を推進し、全ての人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実

現するため「障害を理由とする差別の解消に関する法律（障害者差別解消法）」が平

成25（2013）年に制定されるなど、関係する国内法の整備が進み、我が国では、平成

26（2014）年に障害者の人権や基本的自由の享有を確保する障害者に関する国際条

約である「障害者権利条約」を批准しました。その後、平成28（2016）年4月には、

障害者差別解消法が施行され、差別的取り扱いの禁止、合理的配慮の不提供の禁止

（民間事業者は努力義務）等が盛り込まれました。 

障害者の雇用・就労に関しては、平成25（2013）年に、障害者就労施設等が供給す

る物品等に対する需要の増進を図るための「国等による障害者就労施設等からの物

品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」が施行されました。ま

た、同年、雇用分野の障害者差別を禁止するための措置等を定める「障害者の雇用

の促進等に関する法律の一部を改正する法律（障害者雇用促進法）」が改正されま

した。 

障害の特性に応じた様々な法整備も進んでおり、平成27（2015）年に「難病の患者

に対する医療等に関する法律」が施行され、難病に関する医療や施策の基本的指針

が定められました。また、平成28（2016）年には「発達障害者支援法の一部を改正す

る法律（改正発達障害者支援法）」が成立し、発達障害の疑いがある場合の支援や、

乳幼児期から高齢期まで切れ目のない支援等、発達障害者の支援の一層の充実を図

るため、法律の全般にわたって改正が行われました。 
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平成30（2018）年に2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の

開催を契機とした共生社会等の実現を図るため「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律の一部を改正する法律（改正バリアフリー法）」が施行され

ました。また、障害のある人が、文化芸術を鑑賞・参加・創造できるための環境整備

や、そのための支援を促進することを目的とした「障害者による文化芸術活動の推

進に関する法律」が施行されました。 

そして、令和３（2021）年５月には、「障害者差別解消法」の施行後３年の見直し

の検討が行われ、「合理的配慮の不提供の禁止」において、民間事業者の努力義務が

法的義務になることなどを定める「改正障害者差別解消法」が施行されました。 

令和４（2022）年５月には、全ての障害者が、あらゆる分野の活動に参加するため

には、情報の十分な取得及び利用、円滑な意思疎通が重要であることに鑑み、その

推進をもって、障害の有無にかかわらず共生する社会の実現に資することを目的と

して「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する

法律」が施行されました。さらに、令和４（2022）年12月には、障害者総合支援法の

改正案が可決され、障害や難病をもつ方の地域生活や就労の支援を強化として、障

害者の多様な就労ニーズに応じた支援として「就労選択支援」が追加されました。 

  



  
6 

 

３ 計画の位置付け 

（１）計画の性格  

「小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福祉計画・第３期小金井市障害児福

祉計画」（以下「本計画」）は、「障害者計画」、「障害福祉計画」、「障害児福祉

計画」の３計画を一体的に策定したものです。 

「障害者計画」は本市の障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するための基本

計画であり、市民、関係機関・団体・事業者及び市が活動を行う際の指針となるもの

です。 

「障害福祉計画・障害児福祉計画」は、本市における障害福祉サービス及び障害

児支援等の利用状況を踏まえた、必要とされるサービス供給見込量の試算を行い、

提供体制の確保をするための方策を定める計画となります。 

 

（２）根拠法令  

「障害者計画」、「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」は違う法律に基づく

もので、規定すべき内容はそれぞれ異なります。 

 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

内容 
障害者施策の基本方針につ
いて定める計画 

障害福祉サービス、相談支
援、地域生活支援事業の提
供体制の確保に関する計画 

障害児通所支援及び障害児
相談支援の提供体制の確保
に関する計画 

根拠法 障害者基本法第 11条第 3項 
障害者総合支援法第 88条第
1 項 

児童福祉法第 33 条の 20 第
1 項 

国 
（第５次）障害者基本計画 
（平成 30（2018）年度 
～令和４（2022）年度） 

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針 
（都道府県・市町村が参酌すべき基準を示す） 

県 東京都障害者・障害児施策推進計画（令和６（2024）年度～令和８（2026）年度） 

小金井市 小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福祉計画・第３期小金井市障害児福祉計画 
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（３）関連計画  

本計画は、市の最上位計画である「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の個

別部門計画として位置付けられます。本計画では、本市が「第３期小金井市保健福

祉総合計画」として一体的に策定している「地域福祉計画」、「健康増進計画」、「介

護保険・高齢者保健福祉総合事業計画や、関連計画である「のびゆくこどもプラン・

小金井」等の各種関連計画との整合・連携を図るとともに、国及び東京都が策定し

た上位計画・関連計画も踏まえつつ、本市における障がい者施策を総合的かつ計画

的に推進していきます。 
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市の各種計画 

地域福祉計画 
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障害福祉計画及び障害児福祉計画では、障害者総合支援法に基づく自立支

援給付及び地域生活支援事業並びに児童福祉法の各サービスの実施目標を設

定します。サービス体系は下記のとおりです。 

 

【参考】障害者総合支援法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】児童福祉法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

  

自立支援給付 

障

害

者 

・ 

児 

 
介護給付 

 
○ 居宅介護（ホームヘルプ） 
○ 重度訪問介護  
○ 同行援護 
○ 行動援護 
○ 重度障害者等包括支援 
○ 短期入所（ショートステイ） 
○ 療養介護 
○ 生活介護 
○ 施設入所支援 

 
地域相談支援給付 

 
○ 地域移行支援 
○ 地域定着支援 

計画相談支援給付 

 
訓練等給付 

 
○ 自立訓練 
○ 就労移行支援 
○ 就労継続支援 
○ 就労定着支援 
○ 自立生活援助 
○  

 
自立支援医療 

 
○ 更生医療 
○ 育成医療 
○ 精神通院医療※ 
  ※ 実施主体は都道府県等 

補装具 

   
 
  
 
  ○ 相談支援               
  ○ 意思疎通支援（手話通訳者、要約筆記者派遣）   
  ○ 日常生活用具費の給付                     
  ○ 移動支援（ガイドヘルプ） 
  ○ 日中一時支援（日帰りショート） 
  ○ 地域活動支援センター 

○ 訪問入浴サービス 
○ 自動車運転教習助成 
○ 自動車改造費助成 
○ 更生訓練費支給 
〇 成年後見制度利用支援 

 

地域生活支援事業 

 
児童通所給付 

 
○ 児童発達支援 
○ 医療型児童発達支援   
○ 放課後等デイサービス 
○ 居宅訪問型児童発達支援 
○ 保育所等訪問支援 

 
児童入所給付（都道府県） 

 
○ 福祉型児童入所支援 
○ 医療型児童入所支援 

児童相談支援給付 

児 

童 
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４ 計画の期間 

今回策定する「小金井市障害者計画」は、令和６（2024）年度から令和11（2028）

年度までの６年間を計画の期間とします。また、「第７期小金井市障害福祉計画」及

び「第３期小金井市障害児福祉計画」は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年

度までの３年間を計画の期間とします。 

 

区分 

令和 

３年度 

(2021) 

令和 

４年度 

(2022) 

令和 

５年度 

(2023) 

令和 

６年度 

(2024) 

令和 

７年度 

(2025) 

令和 

８年度 

(2026) 

令和 

９年度 

(2027) 

令和 

10 年度 

(2028) 

令和 

11 年度 

(2029) 

障
害
者
計
画 

 
  

 
     

障
害
福
祉
計
画
・ 

障
害
児
福
祉
計
画 

 

 

  

 

  

 

 

 

５ 計画の策定体制 

（１）計画策定の体制  

障がい福祉に関する団体・障がい福祉サービス事業者・関係機関の代表者、及び

学識経験者等で組織する「小金井市地域自立支援協議会」を開催し、計画策定に関

して有益な意見を採り入れながら、計画を策定しました。 

 

（２）計画策定への市民参加  

本計画の策定にあたって、障がい者等のニーズや生活状況等を把握するため、障

害者手帳所持者及び関係団体等へのアンケート調査、パブリックコメントを実施し

ました。 

 

 

  

第６期障害福祉計画 第７期障害福祉計画 

障害者計画 障害者計画 

第８期障害福祉計画 

第２期障害児福祉計画 第３期障害児福祉計画 第４期障害児福祉計画 
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第２章    市の現状と課題 

 

 

 

１ 統計資料から 

（１）身体障がい者  

本市における身体障がい者（児）の数（身体障害者手帳所持者数）は、令和４年４

月１日現在で2,558人、このうち18歳未満が73人となっています。 

平成29年度から令和４年度までの推移をみると、身体障がい者（児）は横ばい傾

向にあります。 

障がいの等級別の推移をみると、最も多いのは１級で、令和４年には853人となっ

ています。次いで多いのは４級で、令和４年には663人となっています。 

障がい別・等級別の推移をみると、いずれの年も肢体不自由が多いですが、減少

傾向にあります。 

身体障害者手帳 年齢別・身体障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

身体障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 70 72 70 70 73 73 

18 歳～64 歳 747 727 720 724 716 725 

65 歳以上 1,744 1,757 1,767 1,773 1,752 1,760 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 
 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

身体障害者手帳 等級別・身体障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

身体障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１級 899 894 880 879 860 853 

２級 333 332 336 333 340 343 

３級 420 420 411 409 397 394 

４級 610 612 625 640 644 663 

５級 142 146 154 153 144 141 

６級 157 152 151 153 156 164 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 

資料：庁内資料(各年４月１日) 
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身体障害者手帳 障がい別・等級別手帳所持者数の推移 

単位：人 

身体障がい者 
平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

視覚障がい等 175 176 178 182 190 193 

聴覚障がい等 262 262 268 271 268 273 

音声言語又はそしゃく機能障がい 35 37 34 33 29 31 

肢体不自由 1,250 1,225 1,203 1,188 1,142 1,128 

内
部
機
能
障
が
い 

呼吸器機能障がい 31 471 35 30 32 32 

腎臓機能障がい 190 196 198 196 197 200 

心臓機能障がい 466 37 488 503 507 513 

ぼうこう又は直腸機能障がい 112 118 119 121 128 143 

小腸機能障がい 2 2 3 5 4 4 

免疫機能障がい 30 26 26 32 39 36 

肝臓機能障がい 8 6 5 6 5 5 

小計 839 856 874 893 912 933 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

（２）知的障がい者  

本市における知的障がい者（児）の数（愛の手帳所持者数）は、令和４年４月１日

現在で674人となっており、このうち18歳未満は201人、18歳以上は473人となってい

ます。 

平成29年度から令和４年度までの推移をみると、知的障がい者（児）は毎年度増

加傾向にあります。 

障がいの等級別では、いずれの年も「４度」が最も多くなっています。 

 

愛の手帳 年齢別・知的障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

知的障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 170 176 176 189 196 201 

18 歳～64 歳 393 409 416 414 417 432 

65 歳以上 36 36 38 41 42 41 

合計 599 621 630 644 655 674 

資料：庁内資料(各年４月１日) 
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愛の手帳 等級別・知的障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

知的障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１度 19 19 17 17 16 16 

２度 165 169 179 183 185 186 

３度 137 137 133 141 149 151 

４度 278 296 301 303 305 321 

合計 599 621 630 644 655 674 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

（３）精神障がい者  

本市における精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和４年４月１日現在、1,057

人です。このうち18歳～64歳が902人となっています。 

手帳の等級別では、「２級」が最も多くなっており、平成29年度から令和４年度ま

での推移をみると、増加傾向となっています。 

なお、発達障がい者や高次脳機能障がい者も、精神障がいの範囲に含まれ、障が

い者手帳を所持しているか否かにかかわらず障害者自立支援法に基づく給付の対象

となっています。 

精神障害者保健福祉手帳 年齢別・精神障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 8 10 21 21 29 34 

18 歳～64 歳 632 784 818 816 877 902 

65 歳以上 128 139 135 128 131 121 

合計 768 933 974 965 1,037 1,057 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

精神障害者保健福祉手帳 等級別・精神障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１級 57 68 69 63 72 72 

２級 408 496 506 487 511 525 

３級 303 369 399 415 454 460 

合計 768 933 974 965 1,037 1,057 

資料：庁内資料(各年４月１日) 
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精神保健分野においては、平成18年度の障害者自立支援法施行に伴い、それまで

の「通院医療費公費負担制度」から「自立支援医療（精神通院医療）」へ制度が移行

しました。申請数者は、令和４年度には2,206人となっています。 

 

自立支援医療（精神通院医療）申請者数の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

申請者数 1,774 1,969 2,018 1,354 2,072 2,206 

※令和２年については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、有効期間が１年間延長される措

置が実施されたため、申請者数は減少 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

 

（４）難病患者について  

平成23年８月に障害者基本法が改正され、さらに平成25年４月に「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行さ

れたことにより、障がい者の範囲に「治療方法が確立していない疾病その他の特殊

の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度で

ある者」として難病患者（特殊疾病患者）が加えられました。 

また、平成27年１月１日に施行された「難病の患者に対する医療費等に関する法

律」で国における指定難病の対象疾病が拡大され、令和３年11月１日現在では、指

定難病は338疾病に拡大されています。また、都においても「東京都難病患者等に係

る医療費等の助成に関する規則」が施行されており、都の独自の難病対象疾病とし

て８疾病が掲げられています。 

このことに伴い、難病患者の方も、身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者と

同様に障害福祉サービス等の利用が可能となっており、受給できるサービスの向上

が図られてきています。 

 

 

（５）他の障がいについて  

治療法が確立されておらず、日常生活に多くの困難や課題を抱える病気があった

としても、「障がい者」とは認められず支援を受けられない方もいる現状がありま

す。 
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２ アンケート調査結果からみた現状 

（１）調査の概要  

① 調査の目的  

「小金井市保健福祉総合計画」の中の障害者計画・障害福祉計画・障害児

福祉計画改定のための調査です。 
 

② 調査対象  

当事者：各種障害者手帳保持者、難病医療対象者、小児慢性特定疾病対象者、 

自立支援医療（精神通院医療）対象者 

関係団体：障害者関係団体23団体 

事業所：障害福祉関係事業所55事業所  

一般市民：市内在住の18歳以上の市民2,000人 

 

③ 調査期間  

令和４年12月～令和５年１月 
 

④ 調査方法  

郵送配付・郵送回収及びインターネット回答 
 

⑤ 回収状況  

  配布数 有効回答数 有効回答率 

当事者 6390 通 3106 通 48.6％ 

関係団体 23 通 15 通 65.2％ 

事業所 55 通 39 通 70.9％ 

一般市民 2000 通 636 通 31.8％ 

 

⑥ 調査結果の表示方法 

 ・回答は百分率（％）で示しておりますが、小数点以下第２位を四捨五入して

いるため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 ・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の

合計と単純集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。 

 ・グラフ以外の表は、最も高い割合のものに網かけをしています。 

  



 

 
15 

 

（２）調査の結果  

（２）－１ 当事者調査  

① 地域社会ついて  

ア ｢これは差別している｣｢差別された｣と感じた経験 

「ない」の割合が57.2％と最も高く、次いで「わからない」の割合が26.5％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「わからない」の割合

が、身体障害者手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者で「ない」の割

合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

あ
る 

な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 3106  9.4  57.2  26.5  6.9  

身体障害者手帳所持者 1245  5.5  64.0  23.0  7.6  

愛の手帳所持者 267  22.5  28.8  41.6  7.1  

精神障害者保健福祉手帳 
所持者 

209  16.7  45.9  30.1  7.2  

その他 835  13.5  52.6  29.8  4.1  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

ある

ない

わからない

無回答

9.4

57.2

26.5

6.9

0 20 40 60 80
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イ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消

法）」が施行されたこと 

「知らない」の割合が59.7％と最も高く、次いで「言葉は聞いたことがあ

る」の割合が17.7％、「少し知っている」の割合が12.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

ウ 地域活動や就職などの社会参加 

「やや深まっていると思う」の割合が33.5％と最も高く、次いで「どちら

ともいえない」の割合が18.9％、「あまり深まっていると思わない」の割合

が18.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

4.5

12.8

17.7

59.7

5.4

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

深まっていると思う

やや深まっていると思う

あまり深まっていると思わない

深まっていると思わない

どちらともいえない

無回答

4.2

33.5

18.6

10.1

18.9

14.6

0 10 20 30 40 50
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エ 暮らしよいまちづくり 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・

福祉のサービスの充実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係

機関の連携体制の整備」の割合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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オ 地域で生活するために必要な支援 

「困ったときに対応してくれる場所（サービス）」の割合が37.9％と最も

高く、次いで「経済的な負担の軽減」の割合が35.5％、「相談対応などの充

実」の割合が27.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

在宅で医療的ケアなどが適切に受けられる

障がい者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用できる

生活訓練・機能訓練（リハビリ）の充実

経済的な負担の軽減

相談対応などの充実

地域住民などの理解

コミュニケーションについての支援

金銭・書類の管理や各種手続の援助

困ったときに対応してくれる場所（サービ
ス）

移動手段の確保

その他

無回答

23.3

16.7

21.9

14.9

35.5

27.5

16.7

15.1

12.8

37.9

19.7

2.6

18.4

0 10 20 30 40 50
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② 収入や仕事について  

ア 現在の就労状況 

「働いていない」の割合が54.4％と最も高く、次いで「働いている」の割

合が32.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手

帳所持者で「働いている」の割合が高くなっています。 

 

単位：％   

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

働
い
て
い
る 

働
い
て
い
な
い 

保
育
所
や
学
校
等
に

通
っ
て
い
る 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 3106  32.3  54.4  8.9  2.3  2.1  

身体障害者手帳所持者 1245  23.3  70.8  2.0  1.8  2.1  

愛の手帳所持者 267  42.3  23.2  28.5  3.7  2.2  

精神障害者保健福祉手
帳所持者 

209  40.7  47.4  6.7  3.8  1.4  

その他 835  36.9  45.0  13.9  2.6  1.6  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

働いている

働いていない

保育所や学校等に通っている

その他

無回答

32.3

54.4

8.9

2.3

2.1

0 20 40 60
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イ 仕事をするうえでの不安や不満 

「特にない」の割合が40.4％と最も高くなっていますが、「収入が少ない」の割合

が23.5％、「職場の人間関係が難しい」の割合が17.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 1,002 ％

障がいのある人のための設備が十分でない

通勤するのが大変

自分にあった内容の仕事がない

職場の人間関係が難しい

昇給や昇進が平等ではない

収入が少ない

職場での身分が不安定

仕事が難しい

仕事がきつい

その他

特にない

無回答

6.5

16.8

5.8

17.5

8.4

23.5

10.7

6.0

11.8

5.7

40.4

4.8

0 10 20 30 40 50



 

 
21 

ウ 障がいのある人が働くために必要なこと 

「障がいのある人に配慮した職場になっていること」の割合が50.7％と最も高く、

次いで「事業主や職場の仲間の理解があること」の割合が47.3％、「生活できる給料

がもらえること」の割合が42.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと

障がいのある人に配慮した職場になっていること

就労条件（短時間労働など）が整っていること

生活できる給料がもらえること

事業主や職場の仲間の理解があること

障がいのある人を雇用する、または雇用しようとす
る企業への公的支援

仕事をするための訓練・研修の機会が充実している
こと

自営業を希望する障がいのある人への支援が充実し
ていること

通勤（交通）手段が確保されていること

働く場の紹介や職場に慣れるまで同行したり、相談
にのる人がいること

健康管理が充実していること

多様な働く場が整備されていること

就労継続中も様々なサポートをしてくれる人や機関
の存在

その他

特に必要ない

無回答

38.3

50.7

41.9

42.3

47.3

33.8

28.4

13.8

26.5

25.1

23.3

28.9

33.6

3.3

5.7

18.5

0 20 40 60
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エ 今後、「働く場」として希望するところ 

「正規の社員・従業員として働ける職場」の割合が22.7％と最も高く、次いで「働

くつもりはない」の割合が22.1％、「特に希望はない」の割合が11.7％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

③ 保育・教育について  

ア 幼稚園・保育所・学校などに通っていて困っていること 

「特にない」の割合が44.2％と最も高くなっていますが、「通うのが大変」の割合

が14.9％、「先生の理解や配慮が足りない」の割合が14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
  

回答者数 = 3,106 ％

正規の社員・従業員として働ける職場

パート・アルバイトとして働ける職場

障がいのある人だけを雇用し、正規の職員として働
ける工場など（福祉工場など）

仕事に就くために作業訓練をする施設

日々の生活を充実させるために軽作業をする施設

その他

特に希望はない

働くつもりはない

無回答

22.7

9.6

1.9

1.8

4.6

4.2

11.7

22.1

21.5

0 5 10 15 20 25 30

回答者数 = 362 ％

通うのが大変

トイレなどの施設が整っていない

支援体制が十分でない

先生の理解や配慮が足りない

まわりの児童・生徒たちの理解が得られな
い

友だちができない

通常の学級に入れてもらえない

医療的なケア（吸引･ 経管栄養･ 導尿等）
が受けられない

その他

特にない

無回答

14.9

4.1

11.9

14.4

8.6

11.6

1.9

1.1

8.0

44.2

10.5

0 10 20 30 40 50
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イ 収入源 

「年金」の割合が53.2％と最も高く、次いで「給与・賃金」の割合が26.2％、
「収入はない」の割合が16.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

ウ お勤めの形態や場所 

「非正規雇用（契約社員、嘱託社員、パート、アルバイトなど）」の割合が

34.9％と最も高く、次いで「正規雇用（正社員など）」の割合が34.1％、「障

害者通所施設」の割合が14.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

給与・賃金

工賃

事業収入

財産収入

年金

福祉手当

生活保護

仕送り

その他

収入はない

無回答

26.2

3.7

3.0

2.7

53.2

7.5

6.6

1.0

2.3

16.5

2.2

0 20 40 60

回答者数 = 1,154 ％

自営業

正規雇用（正社員など）

非正規雇用（契約社員、嘱託社員、パー
ト、アルバイトなど）

家業の手伝い

内職

障害者通所施設

その他

無回答

11.2

34.1

34.9

1.0

0.2

14.0

4.7

0.0

0 10 20 30 40 50
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エ 今後希望する進路 

「企業等で一般就労したい」の割合が32.3％と最も高く、次いで「大学や専門学校

等へ進学したい」の割合が27.6％、「障がいのある人の雇用が多い事業所で働きた

い」の割合が13.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 362 ％

企業等で一般就労したい

障がいのある人の雇用が多い事業所で働きたい

職員等の指導員の支援を受けながら働くことのでき
る事業所で働きたい

一般就労に向けた支援を受けられる施設へ通いたい

就労は難しいのでレクリエーションや創作活動等を
する施設へ通いたい

身体機能の訓練ができる施設へ通いたい

自立に向けた訓練ができる施設へ通いたい

職業訓練校へ通いたい

大学や専門学校等へ進学したい

自宅でできる仕事をしたい

就労等の希望はない

施設などへ入所したい

その他

無回答

32.3

13.0

12.2

4.7

5.2

2.5

6.1

2.8

27.6

3.3

3.0

2.2

10.8

9.4

0 10 20 30 40 50
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オ 幼稚園・保育所・学校に望むこと 

「先生の理解を深め、子どもの能力や発達の状態に適した指導をしてほしい」の

割合が32.5％と最も高く、次いで「就学相談や進路相談などの相談体制を充実して

ほしい」の割合が21.7％、「特にない」の割合が21.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほし
い

先生の理解を深め、子どもの能力や発達の状態に適
した指導をしてほしい

施設、設備、教材を充実してほしい

個別指導を充実してほしい

通常の学級への受け入れを進めてほしい

まわりの子どもたちの理解を深めるような交流機会
を増やしてほしい

医療的なケア（吸引・経管栄養・導尿等）が受けら
れるようにしてほしい

その他

特にない

無回答

21.7

32.5

16.0

14.5

7.9

18.1

10.7

3.0

21.5

36.3

0 10 20 30 40 50
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④ 今後の暮らし方や障がい福祉施策全般について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なこと 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と最も高

く、次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・福祉のサービス

の充実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整備」

の割合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「公営住宅の優先入居や、グル

ープホームの整備など、生活の場の確保」「障がいのある人を支援する関係機関の

連携体制の整備」「重度の障がいがある人のための入所施設の整備」の割合が、精神

障害者保健福祉手帳所持者で「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充

実」「障がいのある人の権利を守るための制度の充実」の割合が高くなっています。 

 

単位：％   

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

何
で
も
相
談
で
き
る
窓
口
を
つ
く
る
な
ど

相
談
体
制
の
充
実 

視
覚
・
聴
覚
な
ど
の
障
が
い
や
、
個
別
の

特
性
に
配
慮
し
た
情
報
提
供
の
充
実 

在
宅
で
の
生
活
や
介
助
や
介
護
が
し
や
す
い
よ

う
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

リ
ハ
ビ
リ
・
生
活
訓
練
・
職
業
訓
練
な
ど

の
通
所
施
設
の
整
備 

重
度
の
障
が
い
が
あ
る
人
の
た
め
の
入
所

施
設
の
整
備 

一
人
ひ
と
り
の
個
性
を
生
か
し
た
保
育
や

教
育
内
容
の
充
実 

職
業
訓
練
の
充
実
や
働
く
場
所
の
確
保 

障
が
い
の
あ
る
人
が
参
加
し
や
す
い
ス
ポ

ー
ツ
、
サ
ー
ク
ル
、
文
化
活
動
の
充
実 

様
々
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
育
成 

全  体 3106  56.1  13.9  30.5  18.7  12.1  14.1  16.9  13.0  8.2  

身体障害者手
帳所持者 

1245  53.0  17.2  36.1  19.3  13.3  6.7  9.2  13.1  7.6  

愛の手帳所持者 267  50.6  9.0  22.8  16.1  23.6  17.2  23.6  22.5  10.1  

精神障害者保
健福祉手帳所
持者 

209  58.4  11.5  18.2  12.4  5.7  13.9  24.9  12.0  4.8  

その他 835  61.8  12.1  23.8  18.7  9.3  23.1  25.1  12.8  7.7  

 

区分 

障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
住
民
同

士
が
ふ
れ
あ
う
機
会
や
場
の
充
実 

差
別
や
偏
見
を
な
く
す
た
め
の
福
祉
教
育

や
広
報
活
動
の
充
実 

障
が
い
の
あ
る
人
の
権
利
を
守
る
た
め
の

制
度
の
充
実 

災
害
の
と
き
の
避
難
誘
導
体
制
の
整
備 

公
営
住
宅
の
優
先
入
居
や
、
グ
ル
ー
プ
ホ

ー
ム
の
整
備
な
ど
、
生
活
の
場
の
確
保 

公
共
交
通
や
道
路
、
公
共
施
設
等
の
バ
リ

ア
フ
リ
ー
化 

障
が
い
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
関
係
機
関

の
連
携
体
制
の
整
備 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 13.0  20.8  14.8  19.0  19.6  18.8  23.0  2.3  13.0  

身体障害者手
帳所持者 

15.3  14.5  11.8  23.5  16.1  23.9  19.9  1.9  14.7  

愛の手帳所持者 9.7  24.3  19.5  15.7  35.6  6.4  36.3  3.4  9.4  

精神障害者保
健福祉手帳所
持者 

11.5  29.7  25.4  10.5  22.5  8.6  33.5  2.9  15.8  

その他 12.5  26.7  18.2  15.1  20.8  12.6  24.1  3.1  9.8  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
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⑤ 保険福祉サービスの利用状況について  

ア 障がい福祉サービスの利用有無 

「障がい福祉サービスは利用していない」の割合が53.0％と最も高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や家事援助を受けられる
サービス

外出の同行・付き添いなど（移動支援等）

身体の状態や生活能力の維持向上のための訓練（機能訓練・
生活訓練）

一般企業で働きたい人に対し、必要な知識や能力向上のため
の訓練（就労移行支援）

一般企業で働くことが困難な人に対し、生産活動の場や機会
の提供（就労継続支援）

家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に
短期間入所し、身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）

共同生活の場を提供し、日常生活などの支援を行うグループ
ホーム（共同生活援助）

単身生活や通所が困難な方に対し、施設で日常生活の支援を
行う（施設入所支援）

サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談

お金の管理やサービスの利用の手続きなどの支援

手話通訳や要約筆記などの意思疎通支援

補装具費や日常生活用具費の給付

趣味や仲間づくりなどの支援を行う地域活動支援センター

児童発達支援や放課後等デイサービスなど児童を対象にした
支援

その他

障がい福祉サービスは利用していない

無回答

4.1

6.0

7.2

2.3

2.8

3.3

2.2

0.8

5.0

1.7

0.5

7.7

2.1

6.8

2.7

53.0

13.6

0 20 40 60
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イ 障がい福祉サービスについて不足、不満に思うこと 

「特にない」の割合が37.1％と最も高くなっていますが、「利用回数・時

間などに制限がある」の割合が17.7％、「利用したい日・時間に利用できな

い」の割合が14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 1,036 ％

サービス内容が障がい特性にあっていない

身近なところでサービスを利用できない

利用したい日・時間に利用できない

利用回数・時間などに制限がある

経済的な負担が大きい

サービス内容に関する情報が少ない

急な変更に応じてもらえない

サービス提供者がよく変わる

サービス提供者の知識や経験が不足してい
る

サービス提供者の対応が良くない

相談や手続きに時間がかかるなど負担

障害支援区分の認定に疑問がある

その他

特にない

無回答

5.2

9.7

14.4

17.7

10.0

11.6

5.2

3.1

5.8

4.2

9.2

3.5

6.4

37.1

16.7

0 10 20 30 40 50
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ウ 新たに利用したい・利用し続けたい障がい福祉サービス 

「障がい福祉サービスは利用しない」の割合が29.3％と最も高く、次いで

「サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談」の割合が14.4％、

「家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に短期間入所し、

身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）」の割合が11.8％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や家事援助を受けられる
サービス

外出の同行・付き添いなど（移動支援等）

身体の状態や生活能力の維持向上のための訓練（機能訓練・
生活訓練）

一般企業で働きたい人に対し、必要な知識や能力向上のため
の訓練（就労移行支援）

一般企業で働くことが困難な人に対し、生産活動の場や機会
の提供（就労継続支援）

家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に
短期間入所し、身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）

共同生活の場を提供し、日常生活などの支援を行うグループ
ホーム（共同生活援助）

単身生活や通所が困難な方に対し、施設で日常生活の支援を
行う（施設入所支援）

サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談

お金の管理やサービスの利用の手続きなどの支援

手話通訳や要約筆記などの意思疎通支援

補装具費や日常生活用具費の給付

趣味や仲間づくりなどの支援を行う地域活動支援センター

児童発達支援や放課後等デイサービスなど児童を対象にした
支援

その他

障がい福祉サービスは利用しない

無回答

5.0

10.8

10.1

5.9

6.1

11.8

5.5

3.8

14.4

6.4

1.3

9.5

10.0

6.1

4.4

29.3

23.0

0 10 20 30 40 50
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エ 医療機関について、困っていること 

「特に困っていない」の割合が48.7％と最も高くなっていますが、「医者

に病気の症状をうまく伝えられない」の割合が9.6％、「入院や通院のときに

受け入れてくれるか不安」の割合が9.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

オ 医療的ケアに関して、どのような支援の充実が必要か 

「「医療従事者（看護師含む）の確保」の割合が28.4％と最も高く、次い

で「ヘルパーの確保」の割合が24.7％、「利用できる短期入所施設の整備」

の割合が21.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

かかりつけの医者や歯医者がいない

医者に病気の症状をうまく伝えられない

医者の説明や指示が理解しにくい

医療についての意思決定をする際のサポー
トが欲しい

医療機関の中でのコミュニケーションに係
るサポートが欲しい

入院や通院のときに受け入れてくれるか不
安

長期入院や長期間のリハビリテーションが
できない

医療機関において障がいに対する理解が十
分でない

その他

特に困っていない

通院の手段が確保・利用しにくい

通院の付き添いがいない

専門的な医療機関が近くにない

ちょっとした病気やケガを診てくれる医療
機関が近くにない

いくつも医療機関に通わなければならない

気軽に往診を頼める医師がいない

歯の治療が難しい

医療費の負担が大きい

医療機関の建物の構造が医療的ケアが必要
な方に配慮されていない

無回答

4.6

9.6

7.2

6.3

6.2

9.1

3.2

6.0

5.4

48.7

4.4

2.9

6.7

3.2

7.5

4.9

4.3

9.4

1.4

10.5

0 20 40 60

回答者数 = 761 ％

ヘルパーの確保

医療従事者（看護師含む）の確保

利用できる短期入所施設の整備

利用できる通所支援施設（児童発達支援・放課後等
デイサービス）の整備

入学先の調整についての支援

通学についての支援

授業を受けるための支援

外出手段の確保に関する支援

その他

無回答

24.7

28.4

21.2

9.7

3.5

3.8

3.9

19.4

7.9

35.5

0 10 20 30 40 50
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カ 成年後見制度の認知度 

「少し知っている」の割合が33.9％と最も高く、次いで「知らない」の割

合が24.7％、「言葉は聞いたことがある」の割合が24.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

キ お金の管理や福祉サービス利用や商品購入のための契約対応 

「自分ひとりでしている」の割合が56.2％と最も高く、次いで「家族や親

せきの人がしている」の割合が31.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

ク ヘルプカードの有無 

「持っていないし、必要ない」の割合が51.2％と最も高く、次いで「持っ

ていないが、ほしいと思う」の割合が22.3％、「持っているが、持ち歩いて

いない」の割合が12.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

12.6

33.9

24.1

24.7

4.7

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 3,106 ％

自分ひとりでしている

家族や親せきの人がしている

弁護士・司法書士・社会福祉士などの専門家や、社
会福祉協議会の職員がしている

福祉施設の職員の支援を受けて、自分でしている

その他

無回答

56.2

31.8

0.7

1.7

2.7

6.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

持っていて、いつも持ち歩いている

持っているが、持ち歩いていない

持っていないが、ほしいと思う

持っていないし、必要ない

無回答

9.7

12.0

22.3

51.2

4.9

0 20 40 60
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ケ ヘルプマークの認知度 

「よく知っている」の割合が34.4％と最も高く、次いで「少し知っている」

の割合が32.2％、「知らない」の割合が18.9％となっています 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

⑥ 福祉サービスや生活に関する相談・情報について  

ア 障がいや生活などについて相談したことがある機関の有無 

「市役所の窓口」の割合が41.5％と最も高く、次いで「病院」の割合が33.6％、

「相談した機関等はない」の割合が24.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

34.4

32.2

11.5

18.9

3.0

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 3,106 ％

市役所の窓口

社会福祉協議会

相談支援機関（地域自立生活支援センター、地域生活支援セ
ンターそら、児童発達支援センターきらり等）

障がい者関連施設

病院

幼稚園・保育所・学校

身体障害者相談員・知的障害者相談員

障がい者団体

民生委員・児童委員

保健所

障害者就労支援センター・ハローワーク

相談支援専門員（計画相談員）

その他

相談した機関等はない

無回答

41.5

5.3

21.2

7.3

33.6

6.8

1.7

2.4

1.3

3.4

7.1

7.0

3.2

24.0

7.0

0 10 20 30 40 50
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イ 相談しやすい体制をつくるために必要なこと 

信頼できる相談者がいること」の割合が52.0％と最も高く、次いで「身近

な場所で相談できる窓口があること」の割合が40.6％、「ちょっとしたこと

でも相談に応じてくれること」の割合が37.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれ
ること

信頼できる相談者がいること

身近な場所で相談できる窓口があること

インターネットでの相談ができること

電話での相談を充実すること

ちょっとしたことでも相談に応じてくれること

自分の話を聞いてもらいながら、ゆっくりと時間を
かけて相談できること

その他

特にない

無回答

36.0

52.0

40.6

20.0

21.2

37.1

29.7

3.5

10.8

7.0

0 20 40 60
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ウ 福祉サービスに関する情報の入手先 

「市の広報紙やパンフレット等」の割合が30.7％と最も高く、次いで「家

族・親戚、友人・知人」の割合が24.1％、「インターネット」の割合が20.0％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

家族・親戚、友人・知人

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

インターネット

市の広報紙やパンフレット等

障がい者福祉のてびき

障がい児・者ふくしサービスマップ（監修：小金井
市地域自立支援協議会）

小金井市のホームページ

公民館などの市民講座

福祉施設の窓口・職員等

福祉団体・サークルの活動

社会福祉協議会

市役所・保健センター・保健師

民生委員・児童委員

学校、職場

保健所

病院

相談支援専門員（計画相談員）

その他

特にない

無回答

24.1

9.6

20.0

30.7

8.9

1.4

11.2

0.3

4.9

1.3

1.7

10.5

0.5

2.4

0.4

13.8

5.8

2.2

12.8

11.5

0 10 20 30 40 50
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⑦ 外出について  

ア 外出の頻度 

「ほとんど毎日」の割合が46.1％と最も高く、次いで「週に３～４回くら

い」の割合が23.8％、「週に１～２回くらい」の割合が16.5％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

イ 外出のとき、不便に感じたり困ること 

「特にない」の割合が44.3％と最も高くなっていますが、「身近な公園や

歩道のベンチなど、休憩できる場所が少ない」の割合が15.6％、「バス停や

駅まで遠い」「歩道が整備されていない」の割合が10.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より

  

回答者数 = 3,106 ％

ほとんど毎日

週に３～４回くらい

週に１～２回くらい

月に１～２回くらい

年に数回くらい

全く外出しない

外出できない

無回答

46.1

23.8

16.5

5.2

1.4

1.3

2.7

3.1

0 20 40 60

回答者数 = 3,106 ％

バス等の交通機関が少ない

バス停や駅まで遠い

歩道が整備されていない

公共施設や店舗が障がい者仕様になっていない（バリアフ
リー化が進んでいない、トイレ、段差、階段、案内表示等）

身近な公園や歩道のベンチなど、休憩できる場所が少ない

障がいを理由に断る施設がある

周囲の人の理解が足りない

その他

特にない

無回答

10.2

10.9

10.9

10.1

15.6

1.1

9.5

6.8

44.3

9.5

0 10 20 30 40 50
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ウ 火事や地震等の災害が起こった時に一人で避難できるか 

「一人で判断でき、避難できる」の割合が56.4％と最も高く、次いで「一

人では判断できないし、避難もできない」の割合が20.0％、「一人で判断で

きるが、避難はできない」の割合が18.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

エ 災害や火災などの緊急時に避難する際に、手助けを頼める人の有無 

「同居の家族」の割合が65.4％と最も高く、次いで「別居の家族」の割合

が15.7％、「近所の人」の割合が13.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

一人で判断でき、避難できる

一人で判断できるが、避難はできない

一人では判断できないし、避難もできない

無回答

56.4

18.9

20.0

4.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

同居の家族

別居の家族

近所の人

友人・知人

その他

わからない

いない

無回答

65.4

15.7

13.3

7.6

4.2

5.2

11.3

4.6

0 20 40 60 80
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オ 災害が起きたときに、あなたやあなたの家族が、避難所で配慮してほし

いこと 

「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」の割合が57.4％と最

も高く、次いで「持病のある人や薬を飲んでいる人への治療の継続」の割合

が55.9％、「高齢者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体調が変化し

やすい人への配慮・支援」の割合が50.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

高齢者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体
調が変化しやすい人への配慮・支援

視覚・聴覚障がい者、外国人等、情報を得づらい人
への情報提供・状況把握

性別に対応した避難所設備の設置（トイレ、更衣
室、物干し場、授乳室等）

アレルギーや文化的背景等、食事への配慮

持病のある人や薬を飲んでいる人への治療の継続

間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮

感覚過敏の方への光や音などへの対応

不安やストレスを和らげるための心のケアや相談体
制の整備

段差の解消など、避難所でのバリアフリー

保健師による健康相談・管理など、避難所での健康
管理

防犯ブザーの配布や警備巡回など、安全の確保

その他

特にない

無回答

50.5

22.0

42.3

17.1

55.9

57.4

20.3

36.8

27.9

34.2

23.9

3.7

5.4

6.8

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、精神障害者保健福祉手帳所持者で「不安

やストレスを和らげるための心のケアや相談体制の整備」の割合が、身体障

害者手帳所持者で「段差の解消など、避難所でのバリアフリー」の割合が、

愛の手帳所持者で「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」「感

覚過敏の方への光や音などへの対応」の割合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

高
齢
者
、
妊
産
婦
、
乳
児
、
そ
の

他
特
別
な
事
情
に
よ
り
体
調
が
変

化
し
や
す
い
人
へ
の
配
慮
・
支
援 

視
覚
・
聴
覚
障
が
い
者
、
外
国
人

等
、
情
報
を
得
づ
ら
い
人
へ
の
情

報
提
供
・
状
況
把
握 

性
別
に
対
応
し
た
避
難
所
設
備
の

設
置
（
ト
イ
レ
、
更
衣
室
、
物
干

し
場
、
授
乳
室
等
） 

ア
レ
ル
ギ
ー
や
文
化
的
背
景
等
、

食
事
へ
の
配
慮 

持
病
の
あ
る
人
や
薬
を
飲
ん
で
い

る
人
へ
の
治
療
の
継
続 

間
仕
切
り
の
設
置
な
ど
、
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
に
関
す
る
配
慮 

感
覚
過
敏
の
方
へ
の
光
や
音
な
ど

へ
の
対
応 

全  体 3106  50.5  22.0  42.3  17.1  55.9  57.4  20.3  

身体障害者手帳
所持者 

1245  56.2  26.9  41.4  12.9  54.5  53.8  11.2  

愛の手帳所持者 267  44.9  18.7  39.3  17.6  35.2  67.0  31.1  

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

209  44.5  18.2  38.3  20.6  57.9  57.4  31.1  

その他 835  44.1  18.2  44.4  21.8  60.2  61.8  31.0  

 

区分 

不
安
や
ス
ト
レ
ス
を
和
ら
げ
る
た
め

の
心
の
ケ
ア
や
相
談
体
制
の
整
備 

段
差
の
解
消
な
ど
、
避
難
所
で
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー 

保
健
師
に
よ
る
健
康
相
談
・
管
理
な

ど
、
避
難
所
で
の
健
康
管
理 

防
犯
ブ
ザ
ー
の
配
布
や
警
備
巡
回
な

ど
、
安
全
の
確
保 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

 

全  体 36.8  27.9  34.2  23.9  3.7  5.4  6.8   

身体障害者手帳
所持者 

24.5  39.5  34.1  20.5  3.3  5.1  8.0   

愛の手帳所持者 43.8  18.7  29.6  20.6  7.1  6.4  4.9   

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

59.8  14.8  32.1  26.8  2.4  4.3  7.7   

その他 50.8  17.7  33.7  28.9  4.3  5.4  4.1   

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
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カ 災防災に対する日ごろからの取り組みや、災害などの緊急時のこと 

『① 災害時の避難場所を知っていますか』で「はい」の割合が高くなっ

ています。『② 避難行動要支援者名簿を知っていますか』で「いいえ」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

キ 災害に備えて日頃からしていること 

「防災グッズ（非常用食料、飲料水等）の準備」の割合が86.4％と最も高

く、次いで「家具の固定、ガラス拡散対策」の割合が45.9％、「避難場所・ル

ートの確認」の割合が40.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106

①  災害時の避難場所を知ってい
ますか

②  避難行動要支援者名簿を知っ
ていますか

③  避難行動要支援者名簿に登録
を希望しますか

④  災害に備えて日頃から準備し
ていますか

66.5

8.1

17.9

44.8

14.8

61.0

40.1

38.0

12.9

23.4

32.8

11.7

5.7

7.4

9.2

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ わからない 無回答

回答者数 = 1,393 ％

防災グッズ（非常用食料、飲料水等）の準備

家具の固定、ガラス拡散対策

貴重品・常備薬等をすぐ持ち出せるよう準備

避難場所・ルートの確認

防災訓練への参加

災害時要援護者登録の対象になる場合、その登録

緊急連絡先や支援の方法を記載したヘルプカードの
準備

補聴器の電池など日常生活に必要な用具に使う消耗
品の備蓄

呼吸器等の電源確保のための非常用電源装置等の準
備

簡易筆談器などコミュニケーションツールの準備

日頃の近所づきあいや町会・自治会等の活動など地
域との関わりを深める

その他

無回答

86.4

45.9

40.0

40.9

12.3

4.0

8.3

18.6

1.9

2.2

18.7

1.7

0.6

0 20 40 60 80 100
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ク 小金井市は「誰もがいきいきと暮らすことのできるまち」だと思うか 

「どちらかといえばそう思う」の割合が45.1％と最も高く、次いで「どち

らかといえばそう思わない」の割合が23.7％、「そう思わない」の割合が10.8％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

ケ 将来、どのように暮らしたいか 

「家族と暮らしたい」の割合が51.1％と最も高く、次いで「一人で暮らし

たい（自分の家、賃貸住宅、寮など）」の割合が25.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

無回答

7.9

45.1

23.7

10.8

12.5

0 20 40 60

回答者数 = 3,106 ％

一人で暮らしたい（自分の家、賃貸住宅、
寮など）

家族と暮らしたい

グループホームで暮らしたい

入所施設で暮らしたい

その他

無回答

25.7

51.1

5.1

5.3

3.1

9.8

0 20 40 60
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、精神障害者保健福祉手帳所持者で「一人

で暮らしたい（自分の家、賃貸住宅、寮など）」の割合が、身体障害者手帳所

持者で「家族と暮らしたい」の割合が、愛の手帳所持者で「グループホーム

で暮らしたい」の割合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

一
人
で
暮
ら
し
た
い

（
自
分
の
家
、
賃
貸

住
宅
、
寮
な
ど
） 

家
族
と
暮
ら
し
た
い 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で

暮
ら
し
た
い 

入
所
施
設
で
暮
ら
し

た
い 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 3106  25.7  51.1  5.1  5.3  3.1  9.8  

身体障害者手帳所持者 1245  21.3  56.1  1.8  7.6  2.2  11.0  

愛の手帳所持者 267  10.9  36.3  31.1  6.0  6.4  9.4  

精神障害者保健福祉手
帳所持者 

209  39.7  41.1  2.4  3.3  4.3  9.1  

その他 835  35.3  46.1  4.7  3.4  3.4  7.2  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

コ 市の住宅対策として、今後特に望むこと 

「住宅改修費の助成制度の充実」の割合が23.8％と最も高く、次いで「特

にない」の割合が22.8％、「障がいに配慮した公営住宅の整備」の割合が22.7％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

グループホーム（専門スタッフの援助を受けながら
共同で生活する施設）などの整備

公的保証人制度の創設

障がいに配慮した公営住宅の整備

公営住宅の入居の優先枠

住宅改修費の助成制度の充実

障がいに配慮した民間のアパートなどの整備促進

その他

特にない

無回答

22.2

13.1

22.7

18.8

23.8

14.6

2.8

22.8

13.9

0 5 10 15 20 25 30
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サ 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのためには、どのような

ことが必要か 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・

福祉のサービスの充実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係

機関の連携体制の整備」の割合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「公営住宅の優先入居

や、グループホームの整備など、生活の場の確保」「障がいのある人を支援

する関係機関の連携体制の整備」「重度の障がいがある人のための入所施設

の整備」の割合が、精神障害者保健福祉手帳所持者で「差別や偏見をなくす

ための福祉教育や広報活動の充実」「障がいのある人の権利を守るための制

度の充実」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

何
で
も
相
談
で
き
る
窓
口
を
つ
く
る
な

ど
相
談
体
制
の
充
実 

視
覚
・
聴
覚
な
ど
の
障
が
い
や
、
個
別

の
特
性
に
配
慮
し
た
情
報
提
供
の
充
実 

在
宅
で
の
生
活
や
介
助
や
介
護
が
し
や

す
い
よ
う
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
サ
ー

ビ
ス
の
充
実 

リ
ハ
ビ
リ
・
生
活
訓
練
・
職
業
訓
練
な

ど
の
通
所
施
設
の
整
備 

重
度
の
障
が
い
が
あ
る
人
の
た
め
の
入

所
施
設
の
整
備 

一
人
ひ
と
り
の
個
性
を
生
か
し
た
保
育

や
教
育
内
容
の
充
実 

職
業
訓
練
の
充
実
や
働
く
場
所
の
確
保 

障
が
い
の
あ
る
人
が
参
加
し
や
す
い
ス

ポ
ー
ツ
、
サ
ー
ク
ル
、
文
化
活
動
の
充

実 様
々
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
育
成 

全  体 3106  56.1  13.9  30.5  18.7  12.1  14.1  16.9  13.0  8.2  

身体障害者手帳
所持者 

1245  53.0  17.2  36.1  19.3  13.3  6.7  9.2  13.1  7.6  

愛の手帳所持者 267  50.6  9.0  22.8  16.1  23.6  17.2  23.6  22.5  10.1  

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

209  58.4  11.5  18.2  12.4  5.7  13.9  24.9  12.0  4.8  

その他 835  61.8  12.1  23.8  18.7  9.3  23.1  25.1  12.8  7.7  

 

区分 

障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ
ら

ず
、
住
民
同
士
が
ふ
れ
あ
う
機

会
や
場
の
充
実 

差
別
や
偏
見
を
な
く
す
た
め
の

福
祉
教
育
や
広
報
活
動
の
充
実 

障
が
い
の
あ
る
人
の
権
利
を
守

る
た
め
の
制
度
の
充
実 

災
害
の
と
き
の
避
難
誘
導
体
制

の
整
備 

公
営
住
宅
の
優
先
入
居
や
、
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
整
備
な
ど
、

生
活
の
場
の
確
保 

公
共
交
通
や
道
路
、
公
共
施
設

等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化 

障
が
い
の
あ
る
人
を
支
援
す
る

関
係
機
関
の
連
携
体
制
の
整
備 

そ
の
他 

無
回
答 

 

全  体 13.0  20.8  14.8  19.0  19.6  18.8  23.0  2.3  13.0   

身体障害者手帳
所持者 

15.3  14.5  11.8  23.5  16.1  23.9  19.9  1.9  14.7   

愛の手帳所持者 9.7  24.3  19.5  15.7  35.6  6.4  36.3  3.4  9.4   

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

11.5  29.7  25.4  10.5  22.5  8.6  33.5  2.9  15.8   

その他 12.5  26.7  18.2  15.1  20.8  12.6  24.1  3.1  9.8   

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
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（２）－２ 関係団体  

① 障がい者福祉施策について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために、どのようなこ

とが必要か 

「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」の割合が73.3％

と最も高く、次いで「視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した情

報提供の充実」、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や

場の充実」、「障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整備」の割

合が40.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 15 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福
祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

33.3

40.0

20.0

13.3

26.7

26.7

6.7

20.0

33.3

40.0

73.3

6.7

26.7

20.0

20.0

40.0

6.7

6.7

0 20 40 60 80
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（２）－３ 一般市民調査  

① 障がい者施策について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために、どのようなこ

とが必要か 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が55.2％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉の

サービスの充実」の割合が44.0％、「職業訓練の充実や働く場所の確保」の

割合が33.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 636 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいの特性に配慮した情報提供
の充実

在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福
祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

55.2

27.7

44.0

27.8

25.9

25.0

33.8

16.2

10.7

20.3

21.9

8.3

17.1

18.4

32.1

17.5

2.0

6.6

0 20 40 60 80
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② ノーマライゼーション等について  

ア 「ノーマライゼーション」または「共生社会」 

「聞いたことがある」の割合が58.6％、「聞いたことがない」の割合が40.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

イ 身近で普通に生活 

「そう思う」の割合が59.7％と最も高く、次いで「どちらかといえばそう

思う」の割合が30.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

聞いたことがある

聞いたことがない

無回答

58.6

40.9

0.5

0 20 40 60 80

回答者数 = 636 ％

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

59.7

30.5

4.9

1.4

2.8

0.6

0 20 40 60 80
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ウ 差別や偏見 

「少しずつ改善されている」の割合が44.3％と最も高く、次いで「あまり

改善されていない」の割合が20.1％、「わからない」の割合が11.8％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

③ 福祉に対する関心について  

ア 福祉について関心 

「ある程度関心がある」の割合が49.1％と最も高く、次いで「どちらとも

いえない」の割合が24.1％、「あまり関心がない」の割合が12.3％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

かなり改善されている

少しずつ改善されている

あまり改善されていない

改善されていない

どちらともいえない

わからない

無回答

7.9

44.3

20.1

5.2

9.4

11.8

1.3

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 636 ％

非常に関心がある

ある程度関心がある

どちらともいえない

あまり関心がない

全く関心がない

無回答

9.9

49.1

24.1

12.3

1.6

3.1

0 20 40 60
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イ 障害者差別解消法（平成 28（2016）年４月施行） 

「知らない」の割合が61.6％と最も高く、次いで「言葉は聞いたことがあ

る」の割合が20.3％、「少し知っている」の割合が11.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

④ 障がいのある人とのふれあいについて  

ア ボランティア活動に参加したか 

「参加したことがある」の割合が15.1％、「参加したことがない」の割合

が83.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

参加したことがある

参加したことがない

無回答

15.1

83.8

1.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 636 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

5.3

11.3

20.3

61.6

1.4

0 20 40 60 80
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イ ボランティア活動に参加したい 

「障がいのある人が働いているお店等を利用する」の割合が48.4％と最も

高く、次いで「わからない」の割合が26.6％、「地域のボランティア活動に

参加する」の割合が18.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

ウ 障がいの有無に関わらず、子どもたちが一緒に学んだり、保育を受ける

ことについての考え 

「障がいの状況や程度に合わせて、専門的な保育や教育を受けるほうがよい」の

割合が52.4％と最も高く、次いで「障がいの有無に関わらず、できるだけ一緒に過

ごせるのがよい」の割合が34.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 636 ％

障がい者施設でボランティア活動をする

地域のボランティア活動に参加する

障がいのある人々のための募金をする

障がいのある人々が必要とする場所の提供
や物の援助を行う

障がいのある人が働いているお店等を利用
する

その他

わからない

無回答

7.1

18.7

15.4

14.6

48.4

5.8

26.6

2.2

0 20 40 60

回答者数 = 636 ％

障がいの有無に関わらず、できるだけ一緒に過ごせ
るのがよい

障がいの状況や程度に合わせて、専門的な保育や教
育を受けるほうがよい

その他

わからない

無回答

34.9

52.4

4.4

6.8

1.6

0 20 40 60
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⑤ 障がい者施策について  

ア 障がいのある人の身の回りの支援 

「行政や家族も含めた地域社会全体で支援するのがよい」の割合が69.3％
と最も高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 636 ％

できるだけ家族が中心になって支援するの
がよい

できるだけ行政が中心になって支援するの
がよい

行政や家族も含めた地域社会全体で支援す
るのがよい

事業所などのサービス提供者

わからない

無回答

7.9

9.0

69.3

4.9

6.1

2.8

0 20 40 60 80
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３ 小金井市の障害者福祉の課題 

（１）市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり  

① 広報・啓発活動 

障害者差別解消法は、不当な差別的取扱いを禁止し、個々のニーズに応じた合理

的配慮の提供を求めることで、障がいのある人に対する差別をなくし、誰もが分け

隔てなく共生する社会を実現することを目的としています。 

アンケート調査によると、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障

害者差別解消法）」が施行されたことを知っている割合が当事者で17.3％、一般市

民で16.6％、障がいのある人の地域活動や就職などの社会参加について、一般の理

解が深まってきていると思う人が４割程度にとどまっています。また、市内で生活

している中で、差別している、差別されたと感じた経験がある人が約１割となって

おり、特に知的障がいで差別を感じている割合が高くなっています。 

また、どのような場面で理解が深まっていないと感じるかについて、「障がいの

理解全般」「就労・働く場」「公共交通機関・バリアフリー」などの意見が上位に挙

がっています。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、「差

別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」が身体障がいで14.5％、知的

障がいで24.3％、精神障がいで29.7％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふ

れあう機会や場の充実」が身体障がいで15.3％、知的障がいで9.7％、精神障がいで

11.5％となっています。また、関係団体で「差別や偏見をなくすための福祉教育や

広報活動の充実」が73.3％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会

や場の充実」が40.0％、一般市民で「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活

動の充実」が21.9％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や場の

充実」が20.3％となっています。 

今後も、障害者基本法や障害者差別解消法の目的とする共生社会の実現に向けて、

地域や職場などの障がいへの理解、差別や偏見の解消のため、より実効性のある周

知啓発・交流を行っていくことが必要です。 

また、幼いころからの福祉教育等の充実に加え、各種団体等と連携・協力し、障が

いのある方の理解を目的とした、子どもから大人まで多くの市民を対象にした福祉

教育の充実を図ることが必要です。 
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（２）障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり  

① 障がい児保育・療育・教育 

子どもの障がいには、発達障がい、知的障がい、肢体不自由、重症心身障がい等が

ありますが、できるだけ早期から継続的な支援を行うために、早期発見、早期療育

が求められています。 

また、障がいの有無にかかわらず、子どもたちが同一の場で遊びや生活ができる

ような教育は、特別な支援が必要な子どもに対する理解促進や子どもたちの心身の

発達促進のために重要です。 

アンケート調査によると、幼稚園・保育所・学校に望むことについて、「先生の理

解を深め、子どもの能力や発達の状態に適した指導をしてほしい」が32.5％と最も

高く、次いで「就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい」が21.7％と

なっています。また、幼稚園・保育所・学校などに通っていて困っていることについ

て、「通うのが大変」、「先生の理解や配慮が足りない」などの意見が挙がっていま

す。 

そのため、特別支援教育の視点を持つ教員を育成し、障がいのある子どもの個々

に応じた指導と同時に、多様な学びの場と共に学ぶ場を充実させることにより、障

がいの有無にかかわらずいきいきと学び、共に育つ場の環境整備がさらに必要とな

っています。 

また、地域の中では、就学前から卒業後の社会参加を見据えた生活までを見通し

て、学校教育・子育て・医療・福祉・就労部門との連携を緊密にし、子どもの成長段

階や障がい特性及びその保護者等の状況に応じた必要な支援と相談体制の充実を図

ることが必要です。 

 

② 社会参加の促進 

障がいのある人の「就労」は、収入を得るための手段であるだけでなく、社会参加

の最たるものとして捉えることもでき、重要となります。 

アンケート調査によると、現在、働いている人が身体障がいで23.3％、知的障がい

で42.3％、精神障がいで40.7％となっており、仕事をするうえで不安や不満を感じ

ることについては、「収入が少ない」が23.5％、「職場の人間関係が難しい」が17.5％、

「通勤するのが大変」が16.8％となっています。 

障がいのある人が働くために必要なことについて、「障がいのある人に配慮した

職場になっていること」が50.7％と最も高く、次いで「事業主や職場の仲間の理解

があること」が47.3％、「生活できる給料がもらえること」が42.3％となっていま

す。 

  



  
54 

 

障がいのある人が、社会の一員として就労の機会を得て、充実した社会生活を送

るため、障がいの特性に応じた支援を受けながら、就労し働き続けることのできる

環境整備が必要です。 

企業と就労する障がいのある人とのマッチングや、就労後も働き続けるために、

就労支援実施機関による効果的な就労移行支援、ジョブコーチ等による就労定着支

援の一層の推進が求められます。 

また、収入面での問題を抱える障がいのある人もおり、福祉的就労における工賃

向上のため、就労施設における事業改革や受注及び販売機会拡大への取組等が必要

です。 

また、アンケート調査によると、障がいのある人にとって暮らしよいまちづくり

のために必要なことについて、「障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク

ル、文化活動の充実」が身体障がいで13.1％、知的障がいで22.5％、精神障がいで

12.0％、一般市民で16.2％となっています。 

今後も、障がいのある人とない人が相互の理解を深めるとともに、障がいのある

人の生活の質の向上を図り、能力や個性、意欲に応じて積極的に社会参加できる環

境づくりが重要です。また、多様な交流機会づくりに努め、障がいのある人の社会

参加を促進し、その能力や個性を引き出すことができるよう、関係団体、地域組織

等との連携を図っていくことが必要です。 

 

（３）障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり  

① 居宅生活支援 

障がい者が地域で安心して生活するためには、必要に応じて在宅サービスが受け

られる環境づくりが重要です。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、「何

でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が56.1％と最も高く、次いで「在

宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉のサービスの充実」が30.5％と

なっています。 

一般市民では、「在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉のサービス

の充実」が44.0％となっています。また、新たに利用したい、または利用し続けたい

障害福祉サービスについて、知的障がいで「外出の同行・付き添いなど（移動支援

等）」が38.2％と高くなっています。 

今後も、福祉サービスに対する多様なニーズが見られる中、障がいのある人の個々

のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、居宅介護や生活介護、短期入所

などの在宅サービスの量的・質的な充実が求められています。  
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② 施設サービス 

障がいのある人の地域移行が求められる中、アンケート調査によると、障がいの

ある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、グループホー

ム等の整備等の意見や通所サービス系事業所が不足していると感じている意見もあ

り、居住環境の整備・充実が必要です。 

 

③ 相談支援・情報提供体制 

障がいのある人が住み慣れた地域や家庭で自立して暮らしていこうとするとき、

身近に相談できる体制が整っていることが重要です。 

アンケート調査によると、障がいや生活などについて相談したことがある機関等

について、「市役所の窓口」が身体障がいで40.8％、知的障がいで55.4％、精神障が

いで46.9％となっています。相談しやすい体制をつくるために必要なことについて、

「信頼できる相談者がいること」が52.0％と最も高くなっています。 

また、障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについ

て、「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が身体障がいで53.0％、

知的障がいで50.6％、精神障がいで58.4％と高くなっています。 

今後も、個々の障がいのある人のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、

相談機関の周知・場の充実や、病院やケアマネジャーなど支援につなげる連携体制

を強化し、相談体制を充実していくことが必要です。 

さらに、アンケート調査によると、福祉サービスに関する情報の入手先について、

知的障がいで「家族・親戚、友人・知人」が44.2％、身体障がいで「市の広報紙やパ

ンフレット等」が37.1％、精神障がいで「インターネット」が26.3％と高くなってい

ます。 

このように、それぞれの障がいによって情報収集先が異なることに配慮し、情報

発信においてもこれら関係機関との連携が必要と考えられ、障がいのある人が、福

祉サービスや生活に関する情報を、必要なときに手軽に入手することができるよう

情報提供に努めるとともに、各種制度の活用を図ることが必要です。 
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④ 保健・医療 

障がいを軽減し、障がい者の自立を促進するためには、医療やリハビリテーショ

ンが重要な役割を果たしており、身近な地域で治療や対応が行えることが重要とな

ります。 

アンケート調査によると、医療機関について困っていることは、「医者に病気の

症状をうまく伝えられない」、「入院や通院のときに受け入れてくれるか不安」の意

見が挙がっています。 

医療的ケアに関して、どのような支援の充実が必要かについて、「医療従事者（看

護師含む）の確保」が28.4％と最も高く、次いで「ヘルパーの確保」が24.7％、「利

用できる短期入所施設の整備」が21.2％となっています。 

住み慣れた地域で安心して暮らすためには、いつでも適切な医療サービスを受け

られる体制が必要です。今後、障がい者の高齢化・重度化がさらに進むとともに、医

療的ケアが必要な児童が増えることが予測されるため、地域生活支援拠点の整備と

あわせて、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携強化が必要となります。 

 

⑤ 経済的支援 

アンケート調査によると、世帯の主な収入について「年金」が53.2％と最も高く、

次いで「給与・賃金」が26.2％、「収入はない」が16.5％となっています。 

また、地域で生活するために必要な支援について、「経済的な負担の軽減」が35.5％

と上位に挙がっています。 

障がいのある人が地域で安心して生活していくためには、経済的に安定している

ことが重要であり、年金や手当の適正な支給や税の減免等、諸制度の周知を推進し

ていく必要があります。 

 

⑥ サービス利用に結びついていない人への支援 

発達障がいや高次脳機能障がいのある人は、障害福祉サービスなどの相談支援の

充実とともにサービス利用に結びついていない難病や、軽・中度の視覚・聴覚障が

い者など制度の谷間にある人に対する支援策の充実が必要です。 
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（４）障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり  

① 自由な移動の確保 

買い物や通勤・通学、通所・通院等の日常生活だけでなく、積極的に地域活動に参

加するためには、移動手段の確保は欠かせません。また、誰もが地域の一員として

社会参加していくためにも、障がい特性に応じた情報提供やコミュニケーション手

段の確保が必要です。 

アンケ―ト調査によると、外出のとき、不便に感じたり困ることについて、「身近

な公園や歩道のベンチなど、休憩できる場所が少ない」、「バス停や駅まで遠い」、

「歩道が整備されていない」などの意見があがっています。 

障がいのある人を含む、すべての人にやさしく安全なまちづくりに向けて、既存

施設のバリアフリー化や、生活道路や歩道の整備に努めることが必要であるととも

に、障がいのある人の外出を支援するために、障がいのある人のニーズを把握し、

公共交通機関等の移動手段をより利用しやすくする必要があります。 

また、視覚・聴覚障がいのみならず、様々な特性や一人一人の状況、必要性に応じ

た支援方法及びコミュニケーション手段の理解を広めるとともに、その確保に努め

ていくことが必要です。 

 

② 住まいの確保・整備 

障がいのある人が住み慣れた地域で安定した生活を継続するためには、障がいの

状況に応じた居住の場を整えることが重要です。 

市の住宅対策として、今後特に望むことについて、「住宅改修費の助成制度の充

実」が23.8％と最も高く、「障がいに配慮した公営住宅の整備」が22.7％となってい

ます。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、知

的障がいで「公営住宅の優先入居や、グループホームの整備など、生活の場の確保」

が35.6％、身体障がいで「公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化」が23.9％、

「災害のときの避難誘導体制の整備」が23.5％と高くなっています。 

今後も、障がいのある人が望む住まい方を基本として、地域で自立し、安定した

社会生活を送り続けるための環境づくりを進めていくことが必要です。 
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③ 心の健康 

こころの健康に関して心配のある人やその家族を対象に、相談窓口の周知や、メ

ンストレスへの対応方法やこころの健康に関する正しい知識の普及とともに、相談

窓口や専門相談機関の周知を図ることが必要です。また、閉じこもりなどが問題と

なる高齢期については生きがいづくりや社会参加の支援、さらに、身近な人のここ

ろの不調に気づき、声をかけ、話を聞いて、専門の機関につなげるなど、必要な支援

を行うことが必要です。 

 

● 追加課題 

アンケート調査によると、災害時に一人で避難できない人が約４割となっていま

す。また、災害や火災などの緊急時に避難する際に、手助けを頼める人がいない人

が１割います。 

災害が起きたときに、避難所で配慮してほしいことについて、身体障がいで「高

齢者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体調が変化しやすい人への配慮・支

援」、知的障がいで「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」、精神障が

いで「不安やストレスを和らげるための心のケアや相談体制の整備」の割合が高く

なっています。 

今後も、災害発生時の迅速かつ適切な情報提供、避難支援体制の強化、避難生活

における安全・安心の確保等に向け、個々の特性への配慮の必要性を踏まえ、障が

い者関係団体とも連携し、地域全体で取り組んでいくことが必要です。 
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第３章    計画の基本的な考え方 
 

 
 
 

 

１ 基本理念（小金井市障がい者ビジョン） 

本市の将来像は「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」を掲

げ、みどりと水のある環境の中で、誰もが笑顔で暮らすことができ、また地域で人

の輪が生まれ、自分らしい豊かな暮らしを実感できるまちを目指しています。  

この将来像の実現に向けて、障がい者福祉分野では、障がい者の生活・就労支援、

地域における交流の場を設けることへの支援を通じ、障がいのある人もない人もそ

れぞれが尊厳ある一人の市民として自立し、住み慣れた地域で共に支え合うことに

より、生涯安心して暮らしていけるまちづくりを進めています。 

本計画の基本理念については、これまでの障がい者福祉の取り組みとの連続性、

整合性から小金井市障がい者ビジョン「障がいのある人もない人もそれぞれが尊厳

あるひとりの小金井市民として自立し、住み慣れた地域でともに支え合いながら、

安心して暮らしていける共生都市・小金井の実現」を引き継ぐものとします。 

この基本理念に基づき、「ノーマライゼーション」、「リハビリテーション」の理

念や誰もが相互に人格と個性を尊重し、相互に理解し支え合い、共に暮らす「共生

社会」をめざします。 

 

 

【小金井市障がい者ビジョン】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がいのある人もない人も 

それぞれが尊厳あるひとりの小金井市民として自立し、 

住み慣れた地域でともに支え合いながら、 

安心して暮らしていける共生都市・小金井の実現 
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２ 基本目標 

（１）市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり  

地域において、全ての人が障がいの有無、障がいの種別などによって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合い、ともに協力する「共生都市」を実現

するためには、障がい及び障がいのある人に関する正しい理解が必要であるため、

広報等を活用した啓発活動をさらに推進していきます。 

 

 

（２）障がいのある人の社会参加や就労に向けた自立の基盤づくり  

障がいのある子どもが、必要な支援により、年齢や能力、それぞれの特性を踏ま

えた十分な保育や教育を受けることができ、また、インクルーシブ教育の推進に向

け、必要な施策や整備を図ります。 

また、障がいのある人の自立した生活には、働く場所の確保や障がい特性等の理

解促進、安定した収入などが必要です。一般就労の支援では、企業への雇用促進や

職場環境における配慮等の啓発を行い、福祉的就労の支援では、障害福祉サービス

による社会参加や物品等の優先調達等による工賃向上を促進します。 

さらに、障がいのある人が、スポーツ活動やレクリエーション活動、文化・芸術活

動に参加し、生活に生きがいと潤いをもたらすことができる環境づくりを推進しま

す。 

 

 

（３）障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり  

障がいのある人が地域で安心して暮らすため、各種障害福祉サービスによる生活

支援や日中の活動場所の確保、支援体制の強化などに取り組み、自立や社会参加を

促進します。障害福祉サービスに関する制度や申請手続き、事業所などの情報提供

をより一層推進します。 

また、障がいの発生時期や原因は様々であり、医療・保健との連携により疾病や

障がいを早期に発見し、適切な治療・リハビリテーションを行い、障がいの予防や

軽減を行います。 

さらに、障がいのある人が地域で安心して暮らすためには、経済的な安定が重要

であるため、各種手当や年金の支給等により、自立した生活を支援します。 
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（４）誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり  

障がいの有無や年齢にかかわらず、誰もが利用しやすい施設となるようユニバー

サルデザイン化やバリアフリー化を推進します。また、障がいのある人が地域にお

ける活動や社会参加において、外出が容易にできる生活環境の整備に努め、外出支

援や社会参加を促進します。 

障がいのある人が地域で安全に暮らせるよう、地域全体で防災・生活安全対策に

取り組むことが重要であり、災害や犯罪に遭った場合に被害を最小限にとどめるこ

とができるよう、さまざまな取組や支援を実施します。 

さらに、障がいのある人が可能な限り、自ら情報を取得し利用できるよう、広報

紙や市の公式サイト等の様々な手段で、見やすく分かりやすい情報提供を行いうと

ともに、障がいのある人が自立した生活や社会参加において、意思表示や意思疎通

を行うことができるよう、コミュニケーションの支援を促進します。 

 

 

 

 

 

  



  
62 

１ 市民一人ひとり
の理解と交流を
育む意識づくり 

２ 障がいのある人
の社会参加や 
就労に向けた自
立の基盤づくり 

３ 障がいのある人
が安心して暮ら
していくための
仕組みづくり 

４ 誰もが気持ちよ
く共に暮らせる
環境づくり 

 

３ 計画の体系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
そ
れ
ぞ
れ
が
尊
厳
あ
る
ひ
と
り
の
小
金
井
市
民
と
し
て 

自
立
し
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
と
も
に
支
え
合
い
な
が
ら
、
安
心
し
て
暮
ら
し
て
い
け
る 

共
生
都
市
・
小
金
井
の
実
現 

（１）広報・啓発活動 

（１）障がい児保育・療育・教育 

（２）社会参加や就労の促進 

（１）居宅生活支援 

（２）施設サービス 

（３）相談支援・情報提供体制 

（４）保健・医療 

（５）経済的支援 

（６）サービス利用に結びついていない人への支援 

（１）自由な移動の確保 

（２）情報アクセシビリティの向上と 
コミュニケーション支援 

（３）住まいの確保・整備 

（４）災害発生時の支援 
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第４章    施策の展開（具体的な取組の推進） 

 

 

 

基本目標１ 市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり 

基本施策（１）広報・啓発活動 

① 広報・啓発活動の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

市民に対する啓発

活動の推進 

 障がいのある人が誤解や偏見等により

社会的不利を受けることがないよう市民

に障がい特性に関する啓発活動を推進し、

「小金井市障害者差別解消条例（障害のあ

る人もない人も共に学び共に生きる社会

を目指す小金井市条例)」の周知を促しま

す。 

 また、「障がい」とは何かについて啓発

するとともに、障がいのある人に対する理

解促進のため、障がい体験・共同活動体験

などを活用した市民に対する体験活動の

場を提供するなど、今後も障害者週間行事

のさらなる充実を図ります。 

さらに、出前講座などを活用した市民に

対する学習の場を提供するとともに、障が

いのある人との交流の場の提供を促進し

ます。 

講 座 や

学 習 会

等 の 市

報・ホー

ム ペ ー

ジ へ の

掲 載 件

数 

障 害 者

週 間 行

事 参 加

者数（芸

術展・物

品 販 売

含む） 

961 人 充実 
自立生活

支援課 

２ 

市職員の障がいの

ある人に対する理

解促進 

 市の全ての職員が、障がいのある人の特

性や合理的配慮の必要性について理解を

深めることができるよう職員課等と連携

をとりながら、引き続き管理職を含めた職

員研修を実施します。 

 また、新入職員向けに、自立生活支援課

職員から、研修時に説明を行い、理解促進

を図ります。 

実 施 状

況 

理 解 促

進 研 修

の 参 加

人数 

27 人 

 
継続 

自立生活

支援課 

職員課  

  

修正前のサンプルです。 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

３ 

福祉・人権教育の

充実 

 小中学校では、教科や道徳の時間、総合

的な学習の時間の中で、手話・点字・車い

すなどに関わる福祉体験学習等を行い、障

がいに対する理解教育を実施します。児

童・生徒の発達段階に応じ、人権の意義・

内容や重要性について理解を深めること

ができるように努めるとともに、人権教育

推進委員会、道徳教育推進委員会を活用し

ます。 

 また、市民を対象とした専門家等による

講演会等を開催し、精神分野を含めた障が

い特性や障がい福祉の制度、ノーマライゼ

ーション等の社会福祉について学ぶ機会

を増やします。 

福祉・人

権 に 関

す る 学

習 を 実

施 し た

学校数 

講 演 会

等 の 開

催回数 

福祉・人

権 に 関

す る 学

習 を 実

施 し た

学校数 

講 演 会

等 の 参

加者数 

14 校 

36 人 
継続 

指導室 

自立生活

支援課 

 

 

② 支えあいのネットワーク 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

関係機関・団体の

ネットワーク化 

 小金井市地域自立支援協議会を中心と

して、今後も障がいのある人の支援に当た

っては、福祉・保健・医療・就労・教育等

の関係機関、障がい者団体、ボランティア・

ＮＰＯ団体等が緊密に連携できるように

努めます。 

 また困難事例の検討やネットワークづ

くりにも取り組みます。 

地 域 自

立 支 援

協 議 会

実 施 回

数 

地 域 自

立 支 援

協 議 会

実 施 回

数 

13 回 継続 
自立生活

支援課 

２ 

サービス事業者と

の連携 

 市内のサービス事業者と、定期的に集ま

る連絡会等を開催しています。今後も各事

業者のサービスの質の向上を図ることや、

適切なサービスの提供ができる体制を整

えることを目的に、サービス事業者との連

携を強化していきます。 

連 絡 会

実 施 回

数 

市 と 事

業 所 と

の 連 絡

会 実 施

回数 

実 事 業

所数 

5 回 

13 

事業所 

充実 
自立生活

支援課 
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③ 「心のバリアフリー」の推進 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

副籍交流の実施 

小中学校では、特別支援学校在籍の児童

生徒が、居住地域の小・中学校に副次的な

籍をもち、居住地域とのつながりの維持・

継続を図る副籍交流が実施されています。

子どもの頃から交流する機会を持つこと

により、「障がい」や障がいのある人に対

する理解の気持ちを育めるよう、効果的な

実施に努めます。 

― 

副 籍 交

流 実 施

校数 

直 接 交

流 実 施

人数 

間 接 交

流 実 施

人数 

14 校 

直 接 交

流 19 人 

間 接 交

流 45 人 

継続 指導室 

２ 

小金井市障害者差

別解消条例の普及

啓発 

職場での「障がい」や障がいのある人に

対する理解促進につながるよう、幼少期か

ら「障害のある人もない人も共に学び共に

生きる社会を目指す小金井市条例」の普及

啓発に努めます。 

― 

子 ど も

用 啓 発

冊 子 の

配布数 

1,284

部 
継続 

自立生活

支援課 

３ 

障害者週間行事の

活用 

（１－⑴－① 

から移動） 

 「障がい」や障がいのある人に対する理

解促進のため、障害者週間をさらに広く周

知していきます。 

また、障がいのある人もない人も幅広く

参加してもらえるよう、行事内容（講演・

催し・作品展等）の見直し等を図るととも

に、障がいのある人の社会参加への意欲が

高まるよう努めます。  

イ ベ ン

ト 開 催

回数 

ア ン ケ

ー ト 回

収数 

ス ペ シ

ャ ル イ

ベ ン ト

の 参 加

者数 

ア ン ケ

ー ト 回

収数 

69 人 

101 枚 
充実 

自立生活

支援課 
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基本目標２ 障がいのある人の社会参加や就労に向けた自立の基盤づくり 

基本施策（１）障がい児保育・療育・教育 

①  障がい児保育・療育・教育の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

特別支援教育の体

制づくり 

 東京都が示している「東京都特別支援教

育推進計画（第二期）」を踏まえて、特別

支援教育研修会等の教員研修の充実、各校

の校内委員会の充実、小金井特別支援学校

との連携強化等、特別支援教育の充実を図

ります。 

 通常の学級に在籍する発達障がいのあ

る児童・生徒が、障がいの状態に応じた必

要な指導・支援が受けられるよう、情報共

有の仕組み等連携体制の強化を図ります。 

特 別 支

援 教 育

に 関 す

る 研 修

の 実 施

回数 

特 別 支

援 教 育

研 修 会

の 参 加

人数 

100 人 継続 指導室  

２ 

特別支援学校等へ

の就学の支援 

 児童・生徒の心身の障がいの状態や発達

の状況に応じて適切な教育と障がいの特

性や必要性に応じた合理的な配慮を受け

ることができるよう、東京都の就学相談シ

ステムに準じ就学相談を実施し、特別支援

学校・特別支援学級・通常学級（通級利用

含む）の就学に際して必要な支援を実施し

ます。 

就 学 相

談件数 

就 学 相

談件数 
121 件 継続 学務課 

３ 

特別支援教育の充

実 

 発達障がい等があり、集団生活に適応し

にくい児童・生徒が、在籍の学級で適切な

指導やサポートを受け、周りの子どもたち

と良好な関係が築けるよう個々の特性・ニ

ーズにあった支援をします。また、特別支

援学級推進委員会を定期的に開催し、特別

支援教育に関する課題解決や内容の充実

を図るとともに、特別支援教育に関する実

践的・専門的な研修を実施し、特別支援学

級・通級指導学級・特別支援教室を担当す

る教員の指導力の向上を図ります。 

特 別 支

援 教 育

に 関 す

る 研 修

の 実 施

回数 

特 別 支

援 学 級

推 進 委

員 会 の

参 加 人

数 

224 人 継続 指導室  

４ 

特別支援を要する

児童・生徒への支

援 

 特別支援学級在籍者の通学に当たって

は、小学校（１年～３年生対象）にスクー

ルバスを運行し、自力登校の小学校高学年

および中学生には交通費を支給していま

す。また、特別支援学級（知的）に在籍し

スクールバスを利用していない児童・生徒

に対し、ＧＰＳを貸与しています。 

ス ク ー

ル バ ス

運 行 台

数 

Ｇ Ｐ Ｓ

件数 

交通費 

ス ク ー

ル バ ス

運 行 台

数 

Ｇ Ｐ Ｓ

貸 与 件

数 

交通費

支給件

数 

3 台 

10 件 

35 件 

継続 学務課 

５ 

教育助成金の支援 

教育助成金は、学校教育法により就学義

務を猶予又は免除されている保護者等に

対するもので、支給を通じて学校へ行くこ

とが困難で自宅学習している児童・生徒を

支援します。 

教 育 助

成 金 受

給人数 

教 育 助

成 金 受

給人数 

0 人 継続 学務課 
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事業名 施策容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

６ 

児童発達支援セン

ター「きらり」にお

ける事業の推進 

 児童発達支援センター「きらり」は児童

発達支援事業、放課後等デイサービス事

業、保育所等訪問支援事業、相談支援事業、

外来訓練事業および親子通園事業等を実

施し、０歳から 18 歳未満までの心身の発

達において特別な配慮が必要な児童並び

にその家族に対し切れ目のない相談支援

を行います。 

 また、地域への支援として講演会並びに

研修会等を開催し、発達に関する知識の普

及啓発にも努めます。 

通 所 人

数 

相 談 件

数 

講 演 会

（ 紙 面

講 座 除

く）の参

加人数 

2,253件 

546 人 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

障がい児保育の推

進 

市内認可保育施設において、可能な限り特

別な配慮が必要な児童（医療的ケア児を含

む）の保育を行います。 

障 が い

児 保 育

受 け 入

れ園数 

特 別 支

援 保 育

受 け 入

れ 可 能

園数 

34 園 継続 保育課 

８ 

障がい児学童保育

の充実 

障がいのある児童は上限数を設けず、４

年生までの受け入れを行っています。 

児童発達支援センターきらりと連携した

学期に１回の相談を継続し、今後も関係各

所と連携を図りながら、適切な保育に努め

ます。  

入 所 申

請 件 数

に 対 す

る 受 入

割合 

障 が い

児 受 け

入 れ 人

数 

29 人 継続 
児童青少

年課 

９ 

放課後活動の充実 

 心身の発達において特別な配慮が必要

な学齢児の放課後活動の場として、民間事

業所のみならず児童発達支援センターに

おいても放課後等デイサービス事業を実

施しています。利用希望者および事業所共

に増加しておりますが、サービスの質を確

保しつつ、供給量の確保に努めます。 

放 課 後

等 デ イ

サ ー ビ

ス 利 用

者数等 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

放 課 後

等 デ イ

サ ー ビ

ス 実 利

用者数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

250 人 継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（２）社会参加や就労の促進 

①  雇用・就労の促進 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

就職活動の支援 

 障害者就労支援センターでは、相談件数

や就労件数が増加傾向にあります。 

 今後は、就労の地域開拓の一層の促進や

ハローワークなどの関係機関と連携をと

りつつ、障がい者就労支援の拡大に努めま

す。 

また、手帳を取得できない何らかの支援

が必要な人についても就労支援に関する

ニーズを把握し、適切な就労支援につなげ

ていきます。 

さらに、離職を減らすための支援も実施

します。 

相 談 件

数 

就 労 人

数 

相 談 件

数 

就 労 人

数 

7,296

件 

135 人 

継続 
自立生活

支援課 

２ 

市での障がい者雇

用の拡大 

 現在、市の障がい者雇用の状況は法定雇

用率は満たしているものの、職員採用試験

での採用枠は多くはありません。障がいの

ある人が市職員として働くことができる

よう、職場環境の整備に努めるとともに、

積極的に採用していくことを検討します。  

採 用 数

（ ま た

は 職 員

数 に 占

め る 割

合） 

6月 1日

現 在 の

実 雇 用

率 

2.95％ 継続 職員課 

３ 

市での職場実習の

受け入れの検討 

 市役所での職場実習については定期的

に行っていますが、今後は、庁内の各職場

に実習生が配置できるよう、仕事の洗い出

しや職員の意識をさらに高めていく必要

があります。障がいのある人の職場実習を

受け入れる体制を整備し、一般就労への移

行を支援します。  

職 場 実

習件数 

参 加 人

数 

職 場 実

習 参 加

人数 

67 人 継続 

 

自立生活

支援課 

４ 

福祉喫茶等の充実 

 現在、栗山公園健康運動センター、障害

者福祉センター、貫井北センターにおいて

福祉喫茶等を設置し就労支援に努めてい

ますが、今後も新たな設置場所の確保に努

めます。 

売 店 数

（ 作 品

や 製 品

を 置 い

て く れ

る場所） 

福 祉 喫

茶 等 の

設 置 個

所数 

3 箇所 充実 
自立生活

支援課 

５ 

市の業務の委託等

の促進 

障がいのある人の福祉的就労の場の充

実につなげるため、市の業務の委託等を促

進できるよう、国等による障害者就労施設

等からの物品調達の推進等に関する法律

の趣旨に鑑み、全庁的に取り組みます。 

障がいのある方の就労意欲を高めるた

めにも、工賃向上へ向けて受注や販売機会

の拡大に努めます。 

契 約 件

数 

金額 

契 約 件

数 

金額 

102 件 

18,324,

339 円 

充実 
自立生活

支援課 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

６ 

障がい者雇用の促

進 

 障害者就労支援センターが中心となり、

ハローワーク等関係機関と連携をとりつ

つ障がい者雇用の促進に取り組みます。 

 また、地域開拓促進コーディネーターや

就労支援・生活支援コーディネーターを設

置し、地域雇用の掘り起こしや生活支援も

併せて行い、働きやすい環境づくりをめざ

します。  

さらに、短時間労働も含め、企業と就労

を希望する障がいのある人とのマッチン

グに取り組みます。 

相 談 件

数 

コ ー デ

ィ ネ ー

ト件数 

相 談 件

数 

2,265

件 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

一般企業等の職場

実習の開拓 

 一般企業や福祉関連施設等に対しても、

障がいのある人への理解・協力を求め、職

場実習を行ってもらえるよう障害者就労

支援センターを中心に働きかけを行いま

す。  

企 業 相

談件数 

企 業 対

応件数 

コ ー デ

ィ ネ ー

ト件数 

企 業 相

談件数 
906 件 継続 

自立生活

支援課 

８ 

中間的就労の場づ

くりの検討 

 障害者総合支援法では中間的就労の場

として、就労移行支援、就労継続支援Ａ型

およびＢ型事業が制度化されています。多

くの障がいのある人が一般就労につなが

るよう障害者就労支援センターやハロー

ワーク等、労働関係機関と協力連携し、一

般就労への移行支援および移行後のフォ

ローアップ支援を積極的に行う事業所の

確保に努めます。  

就 労 移

行支援、

就 労 継

続 支 援

Ａ 型 お

よ び Ｂ

型 事 業

事 業 所

数 

就 労 移

行支援、

就 労 継

続 支 援

Ａ 型 及

び Ｂ 型

事 業 事

業所数 

19 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 
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② 多様な社会参加の機会づくり 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がいのある人の

自立をめざす学習

の充実 

 障がいのある人が自立した生活を送る

ことができるよう、知識・技術を習得でき

る場を提供します。出前講座による講師派

遣・パソコン教室の開催、公民館で行って

いる青年学級の開催など、学習の場の設定

や情報提供に努めます。  

出 前 講

座件数 

セ ン タ

ー Ｇ Ｐ

で の パ

ソ コ ン

講 座 の

回数 

障 害 者

福 祉 セ

ン タ ー

で の パ

ソ コ ン

講 習 会

の 参 加

延人数 

33 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

障がい者スポーツ

の支援 

 スポーツ教室事業の中で障がいのある

人を対象に、水泳教室を開くなどスポーツ

活動の充実に努めています。 

 今後もスポーツ教室の回数を増やすな

ど、障がいのある人が気軽に参加できるス

ポーツ活動の充実に努めます。  

ス ポ ー

ツ 教 室

の回数 

参 加 人

数 

ス ポ ー

ツ 教 室

の回数 

参 加 人

数 

14 回 

228 人 
継続 

生涯学習

課 

３ 

農福連携の促進 

 「わくわく都民農園小金井」では、市内

の障がい者福祉事業所と連携し、障がいの

ある人の農作業講習や園芸療法等による

農福連携事業のモデル化を進めています。

障がいのある人が「農」にふれあう機会の

創出・支援をしていきます。 

障 が い

の あ る

人 が 利

用 し や

す い 区

画 の 設

置検討 

実 施 状

況 
実施 充実 経済課 

４ 

選挙投票への支援 

障がいのある人が円滑に投票を行える

よう、障がいの特性や状況に応じた合理的

な配慮をするとともに、その周知に努めま

す。 

実 施 状

況 

投票・投

票 所 に

お け る

取 組 項

目数 

合 理 的

な 配 慮

の た め

の 物 品

の 種 目

数 

9 項目 

6 種目 
継続 

選挙管理

委員会 

５ 

文化・スポーツ・レ

クリエーション活

動への支援 

障がいのある人も参加できる文化・スポ

ーツ・レクリエーション活動事業を実施

し、豊かで充実した地域活動の促進を図り

ます。  

 

文化・ス

ポーツ・

レ ク リ

エ ー シ

ョ ン 活

動 事 業

の 参 加

人数 

文化・ス

ポーツ・

レ ク リ

エ ー シ

ョ ン 活

動 事 業

の 参 加

人数 

179 人 継続 
生涯学習

課 

６ 

障がい者通所施設

で作成した物品の

販売や作品の展示

機会の確保 

 障害者週間行事及びその他の催しとし

て、障がい者通所施設で作成した物品の販

売や、絵画等芸術品の展示会を実施してい

ます。今後も障がいのある人の地域への参

加を促進するため、障がいのある人とない

人が自然に交流できる場や機会などの環

境の整備に努めます。 

― 

物 品 販

売 や 展

示 会 の

実 施 箇

所 数 及

び 開 催

日数 

物 品 販

売： 

4 箇所 

8 日 

展示会： 

4 箇所

48 日 

充実 
自立生活

支援課 
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基本目標３ 障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり 

基本施策（１）居宅生活支援 

①  自立支援給付 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

訪問系サービス事

業（自立支援給付） 

 訪問系サービス事業には、居宅介護（ホ

ームヘルプサービス）、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

などがあります。居宅介護は在宅生活を送

る上で基本となるサービスです。そこで、

身体介護・家事援助・通院等介助について

サービスの質的・量的な充実を図るととも

に、制度の適正を維持し、啓発に努めます。 

 障害者総合支援法に基づき、東京都の指

定を受けた事業所が適正なサービスを利

用者に対して提供ができているか、監督体

制を強化していきます。 

訪 問 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

訪 問 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

19 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

２ 

日中系サービス事

業（自立支援給付） 

日中系サービス事業には、生活介護、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療

養介護、短期入所などがあり、ひとつない

し複数の事業を利用することができます。 

身近な地域で支援を受けられるよう、サ

ービス供給量の確保に努めます。 

日 中 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

日 中 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

26 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

３ 

補装具費の給付

（自立支援給付） 

身体に障がいのある人への補装具費の

支給には、東京都の判定が必要なものや区

市町村が判断できるものがあります。個々

の状況や必要性に応じた適切な支給を行

い、身体障がい者（児）の仕事、およびそ

の他日常生活の能率向上を図ります。 

補 装 具

費 支 給

件数 

補 装 具

費 支 給

件数 

177 件 継続 
自立生活

支援課 
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②  地域生活支援事業 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

コミュニケーショ

ン支援事業（地域

生活支援事業） 

 聴覚障がい者等の社会生活上の円滑な

コミュニケーションが確保できるよう手

話通訳者や要約筆記者の派遣を行ってい

ます。利用者が限定されている現状にあ

り、より一層の事業の周知徹底に努めま

す。  

派 遣 回

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

利 用 延

人数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

103 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

日常生活用具費給

付（地域生活支援

事業） 

 障がいのある人への日常生活を容易に

することを目的として日常生活用具費の

支給を行います。技術革新などによって種

目がニーズに合わなくなることもあるた

め、随時見直しを行います。難病者に対し

ても給付を実施していますが、周知不足か

らか利用が少ないのが現状なため、引き続

き周知徹底に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

給 付 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

1,465件 継続 
自立生活

支援課 

３ 

移動支援事業（地

域生活支援事業） 

屋外での移動が困難な障がいのある人

について、社会生活上必要な外出や余暇活

動および社会参加を目的とした外出のた

めの支援を行います。必要な人が利用でき

るよう拡充に努めます。 

利用者からは通勤、通所、通学の対象化

や、また長期休暇期間の支給時間増の要望

等があり、支給要件の一部を緩和したとこ

ろですが、今後も国の動向を注視し、利便

性の向上に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

者数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

114 人 継続 
自立生活

支援課 

４ 

日中一時支援事業

（地域生活支援事

業） 

 障がいのある人の日中活動の場を提供

するとともに、家族のための就労支援やレ

スパイトを行います。市内で日中一時支援

事業を行っている事業所は、桜町児童ショ

ートステイと障害者福祉センターの２か

所しかなく、ニーズに応じた新たな事業所

の参入を促進するよう努めます。  

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

人数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

22 人 継続 
自立生活

支援課 

５ 

訪問入浴サービス

事業（地域生活支

援事業） 

 家庭での入浴が困難な身体に重度の障

がいのある人に、入浴巡回車を派遣し組立

式浴槽を使って在宅での入浴介助を実施

します。障害者福祉センターで実施してい

る入浴サービス事業とも連携し、利便性の

向上に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

人数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

10 人 継続 
自立生活

支援課 
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③  その他事業 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

精神障害回復途上

者デイケア事業 

 回復途上にある精神に障がいのある人

が対人関係や日常生活に必要な技術を習

得し、社会復帰、社会参加することができ

るよう支援を行います。市内の公共施設を

実施場所とし、利用者のニーズに応じたプ

ログラムを展開していきます。  

件数 
参 加 延

人数 
177 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

重度脳性麻痺者介

護事業 

 20 歳以上の重度脳性麻痺者が介護を受

けることにより、生活圏の拡大を図るとと

もに、重度脳性麻痺者の福祉の増進が図ら

れることを目的としています。東京都助成

分に市上乗せ分を併せて助成を行ってい

ます。  

利 用 件

数 

派 遣 日

数 
312 日 継続 

自立生活

支援課 

３ 

心身障害者介護人

派遣事業 

 在宅の障がい者を介護している保護者

が、疾病等の理由により家庭での介護が困

難になった場合、市に登録した介護人を派

遣します。障害者総合支援法における代替

サービスが確立されていることや利用状

況を踏まえ、事業の必要性について検討し

ます。  

利 用 件

数 

派 遣 回

数 
49 回 検討 

自立生活

支援課 

４ 

寝具乾燥サービス

事業 

 寝具乾燥が困難な障がい者に対し、寝具

乾燥車により寝具乾燥を行います。現状で

の利用者は少人数となっており、周知徹底

を図りつつ、利用状況を踏まえ、事業の継

続について検討します。  

利 用 件

数 

実 利 用

人数 
2 人 検討 

自立生活

支援課 

５ 

配食サービス事業 

 在宅の精神障がい者に配食サービス事

業を提供することにより、その自立と食生

活の質の確保を図り、併せて安否の確認を

行っています。  

利 用 件

数 
配食数 5,270食 継続 

自立生活

支援課 
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基本施策（２）施設サービス 

①  施設サービスの充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

居住系サービス事

業 

居住系サービス事業には、施設入所支

援・介護サービスを含む共同生活援助（グ

ループホーム）がありますが、市内には入

所施設がないことから、施設での生活を余

儀なくされている人は他市の入所施設を

利用しているのが現状であるため、事業所

の新規開設に向けた取組を進めます。 

 また、障がいのある人の地域移行が求め

られる中、グループホームなどの居住環境

の整備・充実に努めます。  

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

居 住 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数数 

15 

事業所 
充実 

自立生活

支援課 

２ 

通所系サービス事

業 

通所系サービス事業には、療養介護、生

活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

がありますが、市内には利用希望が高い知

的障がい者が通う生活介護事業所が不足

しており、充実していく必要があります。 

また、市内の利用の現状を的確に把握で

きるよう、連携体制の強化を図ります。 

通 所 系

サ ー ビ

ス 事 業

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

通 所 系

サ ー ビ

ス 事 業

数 

40 

事業所 
充実 

自立生活

支援課 
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基本施策（３）相談支援・情報提供体制 

①  相談支援体制の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

市の自立生活支援

課の窓口 

 自立生活支援課では、三障がいあわせた

相談支援を行っています。窓口では保健師

２名、精神保健福祉士４名を配置し、専門

的な相談等に対応しています。 

 また、市ホームページ上から相談メール

を送ることができ、迅速な対応をするよう

努めています。 

相談支援につながっていない人への働

きかけも含め、相談窓口及び事業内容の周

知を図ります。 

職 員 配

置状況 

職員配

置状況 
6 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

障害者地域自立生

活支援センター 

 障害者地域自立生活支援センターでは、

相談専門員やピアカウンセラーによるき

め細かい相談支援を行っています。 

今後は虐待や権利擁護を含めた障がい

のある人の生活全般に関わる相談にも対

応できるよう、障害者地域自立生活支援セ

ンターの機能のさらなる充実に努めます。 

また、基幹相談支援センターを中心とし

て相談に即応できる体制に努めます。 

相 談 件

数 

相 談 件

数 
3,904件 継続 

自立生活

支援課 

３ 

地域活動支援セン

ター 

 地域活動支援センターでは、きめ細かい

相談に基づき、利用者の社会参加の促進を

図るため、ニーズに応じたプログラムを展

開し、社会適応訓練や日常生活支援、地域

交流活動等を実施しています。事業内容や

職員配置等によってⅠ～Ⅲ型までの類型

があります。 

相 談 件

数 

利 用 延

人数 

Ⅰ 型 ：

3,309人 

Ⅱ 型 ：

1,915人 

継続 
自立生活

支援課 

４ 

障がい者相談員活

動の実施 

 障がいのある人やその家族が自己の経

験に基づいて、障がいのある人等の相談

（ピアカウンセリング）を行います。様々

な相談内容や相談者に対応でき福祉制度

等に精通した相談員が必要であるため、研

修や情報交換等を行い相談員のスキルア

ップに努めます。  

ピ ア カ

ウ ン セ

リ ン グ

の件数 

身 体 障

害 者 相

談員・知

的 障 害

者 相 談

員 の 相

談件数 

身 体 障

害 者 相

談員： 

13 件 

知 的 障

害 者 相

談員： 

13 件 

継続 
自立生活

支援課 

５ 

ケアマネジメント

（個別の支援計

画）の拡充 

 指定特定相談支援事業者は、障がいのあ

る人の必要性に応じてサービス利用計画

を作成するサービス（計画相談支援）を提

供し、作成費を市に請求することができま

す。増加する利用者のニーズに応えられる

よう、指定特定相談支援事業所の拡充に努

めます。  

指 定 特

定 相 談

支 援 事

業所数 

指 定 特

定 相 談

支 援 事

業所数 

13 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

６ 

相談支援専門員の

養成 

 障害者総合支援法では自立支援給付に

サービス利用計画作成費が位置づけられ

ており、ケアマネジメントが制度化されて

います。今後もサービス利用計画作成対象

者が拡大され需要が増加することが見込

まれるため、東京都と連携しながら相談支

援専門員の養成に努めます。  

ケ ア マ

ネ ジ メ

ン ト 従

事者（相

談 支 援

専門員）

数 

4月１日

現 在 の

相 談 支

援 専 門

員数 

26 人 継続 
自立生活

支援課 
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②  情報提供体制の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

「障がい者福祉の

てびき」の発行 

 障がい者福祉施策に関わる制度全般に

ついて網羅した「障がい者福祉のてびき」

を発行しています。最新の情報提供のた

め、随時細かい内容変更に対応します。ま

た、市ホームページ上でも閲覧・ダウンロ

ードできるようになっています。今後も情

報を必要とする人に広く提供できるよう

に努めます。  

ホ ー ム

ペ ー ジ

掲載（更

新）回数 

ホ ー ム

ペ ー ジ

閲覧数 

1,941  継続 
自立生活

支援課 

２ 

「小金井市障害福

祉サービスガイド

ライン」の発行 

 障害福祉サービス及び児童通所支援の

支給決定の流れ、サービスの種類、対象者

等を示した「小金井市障害福祉サービスガ

イドライン」を発行しています。サービス

の標準支給量は国による報酬改定に合わ

せて改定が必要なため別冊で発行し、必要

に応じて対応します。利用者やその家族、

支援者等に基準として示すため、市ホーム

ページ上で公開しています。 

― 

ホ ー ム

ペ ー ジ

閲覧数 

154 継続 
自立生活

支援課 

３ 

公共施設における

情報提供 

 身近なところで情報を入手できるよう、

行政や民間団体が提供するサービスや催

し物に関する冊子やパンフレットを市役

所庁舎はもちろんのこと、保健センター、

障害者福祉センター、図書館等、障がいの

ある人が随時訪れる場所で欲しい情報が

得られるよう努めます。  

実 施 状

況 

実 施 状

況 
実施 継続 

自立生活

支援課 

４ 

市のホームページ

での情報提供 

 インターネットを活用することにより、

誰もが容易に情報を入手できるようホー

ムページ機能（申請書のダウンロード、検

索機能など）の使い易さの向上に努めま

す。  

実 施 状

況 

実 施 状

況 
実施 継続 

広報秘書

課 
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③  包括的支援体制の整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

福祉総合相談窓口

との連携 

複合化・複雑化している福祉課題や相談

ニーズに応え、情報共有や課題の整理、切

れ目のない伴走型の支援につなげていけ

るよう、福祉相談窓口との連携を強化して

いきます。 

― 

支 援 調

整 会 議

の 開 催

回数 

35 回 充実 

地域福祉

課 

自立生活

支援課 

２ 

地域活動支援セン

ターの充実 

地域活動支援センターを中心に、世代や

属性を超えて、すべての住民が交流できる

場や居場所の構築を目指します。 

― 

地 域 活

動 支 援

セ ン タ

ー に お

け る 市

民 団 体

の 利 用

登録数 

― 充実 
自立生活

支援課 

３ 

精神障害にも対応

した地域包括ケア

システムの構築 

精神障がいのある人が、地域で安心して

暮らしていけるよう、保健、医療、福祉関

係者等と連携し、精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築を推進します。 

― 

精 神 保

健 福 祉

連 絡 協

議 会 等

の 開 催

回数 

協議

会： 

３回 

部会： 

４回 

継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（４）保健・医療 

①  保健・医療の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

医療・リハビリテ

ーション相談の充

実 

障がいのある人が適切な医療やリハビリ

テーションを受けることができるよう医

療機関窓口や市内の医師会、歯科医師会等

と連携しながら相談支援を行います。 

実 施 状

況 

実 施 状

況 
実施 継続 

自立生活

支援課 

健康課 

２ 

療育相談 

 障がいのある児童や、疾病により長期に

療養を要する児童を対象に、専門員による

相談や指導を行います。 

相 談 件

数か、連

携 会 議

の件数 

障 害 児

相 談 支

援 の 支

給件数 

293 件 継続 
自立生活

支援課 

３ 

歯科相談 

 通院が困難な障がいのある人等に対し、

歯科医師会と連携して、かかりつけ医の紹

介を行っています。また、障がい者（児）

の施設において、口腔健康維持のためのア

ドバイスを行っています。  

相 談 件

数 

対 応 件

数 

対 応 件

数 

新 型 コ

ロ ナ ウ

イ ル ス

感 染 症

の 感 染

拡 大 防

止 の た

め中止 

継続 健康課 

４ 

障がいの早期発見 

 各種の乳幼児健康診査や保健相談等の

中で障がいを早期発見し、その障がいにあ

った適切な支援を行い、障がいの早期発

見・療育ができるよう、子への健康診査と

適切な関係機関への紹介等相談の充実に

努めます。  

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診 査 の

人数 

乳 幼 児

発 達 健

康 診 査

の人数 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査 （ 心

理）の人

数 

３ 歳 児

経 過 観

察 健 康

診査（心

理）の人

数 

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診 査 の

人数 

乳 幼 児

発 達 健

康 診 査

の人数 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査 （ 心

理）の人

数 

３歳児

経過観

察健康

診査

（心

理）の

人数 

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診査： 

61 人 

乳 幼 児

発 達 健

康診査： 

22 人 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査： 

96 人 

３ 歳 児

経 過 観

察 健 康

診査： 

88 人 

継続 健康課 

５ 

障がい者健康診査 

 16～39 歳の障がいのある人を対象に集

団方式で健康診査を実施しています。必要

に応じて、内容について適宜検討しなが

ら、引き続き、保健センターで集団健康診

査を行っていきます。  

健 康 診

査件数 

健 康 診

査件数 
33 件 継続 健康課 

６ 

医師による訪問健

康診査 

 小金井市の国民健康保険、後期高齢者医

療の被保険者であり、40歳以上の在宅重度

障がい者は、希望により家庭に医師が訪問

し、健診を行います。  

件数 件数 6 件 継続 
保険年金

課 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

７ 

精神保健福祉相

談・医療相談 

精神障がいのある人に、障害福祉サービ

スに関することや日常生活・社会生活にお

ける困りごとについて、個別相談、助言、

支援を行っています。障害者福祉センター

では専門医による相談・指導も実施してい

ます。 

対応困難なケースについては、保健所や

精神保健福祉センター等の関係機関と連

携しながら支援を行います。 

相 談 件

数・対応

件数 

精 神 保

健 福 祉

相 談 の

相 談 者

延人数 

医 療 相

談件数 

1,312人 

0 件 
継続 

自立生活

支援課 

８ 

リハビリテーショ

ン体制の整備 

 障害者福祉センターで、障害者総合支援

法に基づく自立訓練（機能訓練）を行って

います。障がいに起因する多様なニーズに

応じたリハビリテーションを行い、利用者

が自立した日常生活または社会生活を営

むことができるよう身体機能や生活能力

の維持または向上を図っています。  

利 用 件

数 

利 用 延

人数 
443 人 継続 

自立生活

支援課 

 

 

② 医療に対する助成 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

心身障害者（児）医

療費の助成 

 国民健康保険や組合健康保険などの公

的な医療保険に加入している一定の障が

いのある人に対して、医療機関に支払う自

己負担金の助成を行っています。  

利 用 件

数 

受 給 者

数 
682 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

自立支援医療の充

実 

 身体や精神の障がいを除去したり軽減

したりするための医療費を助成します。障

がい児に対する育成医療、身体障がい者に

対する更生医療、精神障がい者に対する通

院医療があります。原則１割負担ですが、

所得等に応じて負担軽減策を講じていま

す。  

利 用 件

数 

育 成 医

療・更生

医 療 の

給 付 実

人数 

精 神 通

院 の 申

請者数 

育 成 医

療： 

4 人 

更 生 医

療： 

75 人 

精 神 通

院： 

2,206人 

継続 
自立生活

支援課 
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③ 重度障がい・医療的ケア児（者）支援の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

重度障害者等への

支援 

 

訪問看護サービスを利用し、在宅で介護

を受けている重症心身障がい児（者）等を

対象に、レスパイト事業を実施していま

す。訪問看護事業所から看護師等を派遣

し、重症心身障がい児（者）の健康を保持

するとともに、介護する家族等の負担の軽

減を図っています。 

また、保健所において、保健師や看護師

が訪問し、看護および相談・助言などを行

っています。保健所とも連携し、医療依存

度の高い重度障がい児（者）の支援を行っ

ていきます。 

件数 

重 症 心

身 障 が

い 児

（者）等

在 宅 レ

ス パ イ

ト 事 業

の 利 用

登 録 者

数 

5 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

医療的ケア児（者）

とその家族等への

支援の推進 

医療的な支援が必要な児（者）に対して

適切な支援を行うため、医療的ケア児（者）

のニーズの把握に努め、必要なサービスが

利用できるよう、保健、医療、福祉、教育、

子育て等の関係機関による協議の場の意

見等も踏まえ、サービスの提供体制の構築

を進めます。 

― 

医療的

ケア児

支援連

携推進

協議会

等の開

催回数 

協議会： 

２回 

関 係 課

会議： 

４回 

継続 

自立生活

支援課 

健康課 

子育て支

援課 

保育課 

児童青少

年課 

学務課 

指導室 
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基本施策（５）経済的支援 

①  手当等の支給 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障害基礎年金 

・特別障害給付金 

 障害年金の制度について相談者にわか

りやすく説明をし、受給につなげられるよ

う相談体制の充実を図ります。  

相 談 件

数 

請 求 件

数 

相 談 件

数 

請 求 件

数 

相談： 

88 件 

請求： 

42 件 

継続 
保険年金

課 

２ 

特別障害者（児）手

当等の支給 

 在宅の重度障がい者（児）で、日常生活

において常時介護を必要とする方に手当

を支給します。（国制度）  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
199 人 継続 

自立生活

支援課 

３ 

特別児童扶養手当

の支給 

 20歳未満で、知的または身体に中度以上

の障がいのある児童を扶養する父母また

は養育者に対して手当を支給します。（国

制度）  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
140 人 継続 

自立生活

支援課 

４ 

東京都重度心身障

害者（児）手当の支

給 

 在宅で、著しく重度の知的または身体障

がい者（児）に対して手当を支給します。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
73 人 継続 

自立生活

支援課 

５ 

児童育成手当（障

がい）の支給 

 20歳未満で、知的または身体に重度の障

がいのある児童を扶養する父母または養

育者に対して手当を支給します。 

支 給 件

数 

受 給 者

数 
77 人 継続 

子育て支

援課 

６ 

心身障害者福祉手

当の支給 

 身体障がい者手帳、愛の手帳所持者、脳

性まひまたは進行性筋萎縮症の方に障が

いの程度等に応じ手当を支給します。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 

1,302

人 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

難病者福祉手当の

支給 

 原因が不明確で治療方法が未確立な指

定された疾病のため、現在治療を受けてい

る方に手当を支給します。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
814 人 継続 

自立生活

支援課 

 

 

②  諸料金等の助成 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がい者（児）日常

生活用具費の自己

負担分の助成 

 日常生活用具費（排泄管理支援用具）の

交付に要した自己負担分の一部を市が助

成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
61 件 継続 

自立生活

支援課 

２ 

診断書料の助成 

 身体障がい者手帳、愛の手帳および精神

障がい者保健福祉手帳申請のための診断

書料に対して、3,000 円を限度として助成

を行います。  

助 成 件

数 

助 成 件

数 
554 件 継続 

自立生活

支援課 
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③  料金等の減免 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

下水料金の減免 

 身体障がい者手帳または愛の手帳を所

持する方がいる世帯で、市民税所得割が非

課税の世帯に対して下水道料金の減免を

行います。  

減 免 件

数 

減 免 件

数 
195 件 継続 下水道課 

２ 

軽自動車税の減免 

 身体障がい者手帳、愛の手帳または精神

障がい者保健福祉手帳を所持する方の移

動のために使用する軽自動車で、一定の条

件を満たす場合に軽自動車税を減免しま

す。 

申 請 件

数 

減 免 決

定件数 

申 請 件

数 

減免決

定件数 

申請： 

135 件 

減免： 

133 件 

継続 市民税課 
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基本施策（６）サービス利用に結びついていない人への支援 

①  サービス利用に結びついていない人への支援 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

高次脳機能障がい

への対応 

 高次脳機能障がいの方やそのご家族に

対して、障害福祉サービスなどの相談を窓

口で受けています。適切なサービスにつな

げられるよう努めます。  

相 談 件

数 

対 応 件

数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

107 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

障がい者手帳を持

たない要支援者へ

の支援 

 発達障がいや高次脳機能障がいのある

人は、手帳を保持しているか否かにかかわ

らず、障害者総合支援法に基づく給付の対

象となり、支援を必要とする方に対し、必

要なサービスを提供します。また、障がい

者支援に係る人を対象に研修等を実施し、

難病、高次脳機能障がい、発達障がい等に

関する知識の普及に努めるとともに、こう

した障がいに関する専門的知識を有する

人材の育成に努めます。  

研 修 回

数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー難病・

高 次 脳

機 能 障

害 講 演

会 の 参

加者数 

小 金 井

市 児 童

発 達 支

援 セ ン

タ ー の

支 援 者

向 け 研

修 の 参

加者数 

難 病 講

演会： 

16 人 

高 次 脳

機 能 障

害 講 演

会： 

25 人 

支 援 者

向 け 研

修： 

112 人 

継続 
自立生活

支援課 

３ 

サービス利用に結

びついていない人

に対する支援策の

制度化についての

働きかけ 

 サービス利用に結びついていない難病

や、軽・中度の視覚・聴覚障がい者など制

度の谷間にある人に対する支援策が、早期

に確立、制度化されるように、国や東京都

への働きかけを引き続き行っていきます。  

国・都等

へ の 要

望 件 数

（回数） 

国・都等

へ の 要

望 件 数

（回数） 

1 回 継続 
自立生活

支援課 

４ 

発達障がいへの対

応 

 発達障がい者支援の一層の充実に向け、

相談支援体制を構築するとともに、発達障

がいに関する広報や啓発に努め、関係部署

との連携により施策を推進します。また、

地域の身近な場所で必要な支援を受ける

ことができるよう発達支援事業の整備を

行い、医療機関との連携を図っていきま

す。  

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

154 人 継続 
自立生活

支援課 

５ 

医療的ケア児コー

ディネート事業 

令和５年７月に医療的ケア児相談窓口を

設置しました。医療的ケア児及びその家族

が、状況に応じた適切な支援を受けること

により地域で安心して暮らしていけるよ

う、サービスにつながっていない対象児の

把握に努め、切れ目のない支援を行いま

す。 

― 

支 援 対

象 児 支

援 記 録

の 登 録

者数 

― 充実 
自立生活

支援課 
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基本目標４ 誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり  

基本施策（１）自由な移動の確保 

①  自由な移動の確保 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

タクシー代やガソ

リン費の助成 

 通院や買い物など、日常生活の移動の助

けとなるよう、タクシー代やガソリン費の

一部を助成し、福祉の増進を図ります。ま

た、利用を促進するため、申請方法の見直

しについて検討します。 

助 成 件

数 

助 成 延

件数 

タ ク シ

ー代： 

839 件 

ガ ソ リ

ン費： 

762 件 

充実 
自立生活

支援課 

２ 

自動車教習費用の

助成 

 障がいのある人の自立生活を支援する

ため、自動車運転免許を取得する費用の一

部を助成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

３ 

自動車改造費用助

成 

 身体に障がいのある人が運転できるよ

う自動車を改造する際に、その改造費用の

一部を助成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

４ 

各種交通機関の運

賃及び通行料の割

引 

令和５年４月のココバス再編に伴い、障

害者割引を導入しました。また、都営交通

については、無料乗車券（証）の発行を行

っています。 

鉄道や航空機などの各種交通機関の運

賃や通行料の割引について周知し、利用の

促進を図ります。 

件数 

都 営 交

通 無 料

乗 車 券

（証）の

発 行 件

数 

298 件 継続 
自立生活

支援課 

５ 

ハンディキャップ

運行等の支援 

 通院や買い物など、日常生活の移動の助

けとなるハンディキャップ運行等を行う

民間団体を支援するための補助金の交付

を行います。 

ハ ン デ

ィ サ ポ

ー ト こ

が ね い

の状況 

補 助 対

象 事 業

の 運 行

回数 

5,184回 継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（２）情報アクセシビリティの向上とコミュニケーション支援 

① 情報アクセシビリティの向上 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

「声の広報」の製

作 

 

電話による案内・市報掲載等により「声

の広報」（デイジーＣＤ、ＣＤ、市ホーム

ページに掲載による広報）の普及に努めま

す。声の広報は「対面朗読の会」の協力に

より録音しています。今後もさらなる利用

促進に努めます。  

利 用 者

数 

利 用 者

数 
20 人 充実 

広報秘書

課 

２ 

「声の議会だよ

り」の製作 

市議会定例会または臨時会開催後に発

行される「こがねい市議会だより」を市内

のボランティアグループの方がデイジー

ＣＤ等に収録し、「声の議会だより」とし

て視覚障がい者へ郵送しています。今後も

周知徹底を図り、より多くの人に利用して

もらうよう努めます。  

利 用 者

数 

利 用 者

数 
9 人 継続 

議会事務

局 

３ 

幅広いコミュニケ

ーションのできる

職員の養成等 

現在、手話のできる職員については、自

発的に取り組んでいただくものとして、有

志による自主研修の形で行っています。今

後は職員課等とも調整しながら、聴覚障が

い者の申請手続き等の支援を行うため、手

話だけでなく、筆談の研修を行うなど、総

合的な窓口対応向上に努めます。  

実 施 状

況 

筆 談 研

修 等 の

実 施 検

討 

未実施 改善 
自立生活

支援課 

４ 

審議会等への手話

通訳者の配置 

 市民参加条例の理念から、聴覚障がい者

も傍聴可能な会議を傍聴できるようほと

んどの課において手話通訳を配置するよ

う努めています。 

今後も公的で傍聴可能な全ての会議に

ついて、手話通訳者を配置するよう努めま

す。 

件数 

手 話 通

訳 配 置

可 能 な

審 議 会

数 

4 件 改善 
自立生活

支援課 

５ 

公的発行物への点

字等整備 

公的に発行された印刷物について、視覚

障がい者には点字や音声コード付随の文

書を個別に送付しています。今後も必要に

応じて音声コード付随の発行物の作成を

行うとともに、活字読み上げ装置の公共施

設等設置の充実をめざします。 

件数 

音 声 コ

ー ド 付

随 の 発

行 物 の

作 成 状

況 

4 件 継続 
自立生活

支援課 

６ 

点字図書の提供 

定期的に点字図書の供給をしています

が、利用が少ないため利用者への周知に努

め、サービスの普及を進めます。  

点 字 図

書 の 件

数 

点 字 図

書 の 蔵

書数 

202 件 継続 図書館 

７ 

対面朗読の実施 

対面朗読の充実を図るとともに、幅広い

利用者への周知ができるよう努めます。  

対 面 朗

読 室 の

利 用 件

数 

対 面 朗

読 の 利

用件数 

2 件 継続 図書館 

８ 

デイジー図書への

対応 

「対面朗読の会」の協力により、デイジ

ー図書を作成しています。今後、利用者へ

のデイジー機器の貸し出し、他区市町村と

の協力を行うことで、デイジー図書のさら

なる充実に努めます。  

デ イ ジ

ー 図 書

の 蔵 書

数 

貸出数 

デ イ ジ

ー 図 書

の 蔵 書

数 

貸出数 

蔵書： 

79 冊 

貸出： 

36 件 

継続 図書館 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

９ 

音声媒体・テキス

トファイルによる

情報提供 

視覚障がい者の情報入手を支援するた

め、印刷物の情報をデイジーＣＤ等の音声

媒体やテキストファイル（パソコンの音声

変換ソフトを使用し、情報を入手できるよ

うにするため）で提供します。市ホームペ

ージや市報、議会だより等対応しています

が、今後も必要なものに関して提供できる

よう努めます。  

件数 

声 の 議

会 だ よ

り・声の

広 報 の

発行数 

デ イ ジ

ー 図 書

の 作 成

数 

声 の 議

会 だ よ

り： 

4 件 

声 の 広

報： 

24 件 

デ イ ジ

ー図書： 

7 件 

継続 

議会事務

局  

広報秘書

課 

図書館 

 

 

 

  ② 意思疎通支援の充実 

  

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がい特性やコミ

ュニケーション手

段（ツール）の確保

及び理解促進 

障がい者の日常生活や社会生活におけ

る社会参加のためのコミュニケーション

手段（ツール）を確保するため、手話や要

約筆記等の専門的な技術を有する人材の

養成・確保に努めます。 

また、様々な障がい特性や状況に応じて

コミュニケーションの支援を行うには、障

がい特性やツールの利用方法に関する理

解がさらに重要です。コミュニケーション

支援を円滑にできるよう、市民への理解促

進を図ります。 

― 

手 話 奉

仕 員 養

成講座・

手 話 通

訳 者 養

成 講 座

の 受 講

者数 

研 修 事

業 の 参

加者数 

奉 仕 員

講座： 

57 人 

通 訳 者

講座： 

5 人 

研 修 事

業： 

38 人 

継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（３）住まいの確保・整備 

① 住まいの確保・整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

グループホームの

整備 

 中・長期的な展望のもとに障がいのある

人の居住に関する需要を把握し、その動向

を見極めながら、グループホームの導入促

進を行います。また、障がいのある人が独

立して地域生活を送れるための多様な住

宅の確保の在り方について調査・検討し、

地域生活に必要な居住環境の確保に努め

ます。  

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

15 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

２ 

市営住宅の優先申

込 

 車いすを利用する方が入所できるよう

スロープを設置している市営住宅につい

ては、障がいのある人等が優先的に入居で

きるようにしています。 

 今後も障がいのある人、障がいのある人

と同居の親族に対して、市営住宅へ優先的

に入居できるよう配慮します。  

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住戸 

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住 戸 の

確保数 

2 戸 継続 
まちづく

り推進課 

３ 

障害者住宅入居等

支援事業の実施 

一般住宅への入居が困難な障がいのあ

る人に対し、入居に必要な手続等に係る支

援を行うとともに、生活上の課題に応じた

相談支援を行います。 

実 施 状

況 

入 居 手

続 等 の

支 援 件

数 

生 活 上

の 課 題

の 相 談

件数 

手 続 等

支援： 

4 件 

相 談 件

数： 

459 件 

継続 
自立生活

支援課 

４ 

公営住宅のバリア

フリー化 

 公営住宅の建替え等に当たっては、公営

住宅に住む障がいのある人が生活しやす

くなるよう、公営住宅のバリアフリー化を

推進します。 

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住戸 

建 替 え

時 の バ

リ ア フ

リ ー 化

の 施 工

件数 

建 替 え

事 例 な

し 

継続 
まちづく

り推進課 

５ 

重度身体障害者

（児）住宅設備改

修 

 重度身体障がい者（児）の日常生活の利

便を図るため、住宅設備改修費の一部を助

成しています。  

件数 
給 付 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

６ 

重度知的障害者

（児）在宅設備改

修の検討 

 重度知的障がい者（児）の騒音、安全対

策のための住宅設備改修費に対する助成

についてのニーズ等を把握し、他制度によ

り補い合うことができないかも含めて、国

や都の方針・他自治体の動向等を見極めつ

つ検討を行います。 

実 施 状

況 

実 施 状

況 
未実施 改善 

自立生活

支援課 

７ 

住宅相談の充実 

 障害者地域自立生活支援センターにお

いて、身体状況に応じた住宅のバリアフリ

ー化を希望する障がいのある人に対して、

住宅設備改修の相談・助言を行います。  

件数 
相 談 件

数 
3 件 継続 

自立生活

支援課 

８ 

障害者支援施設の

確保のための検討 

 障がいのある人が、住み慣れた地域で安

心して暮らし続けていくために、障害者支

援施設の設置が求められています。 

 障害者支援施設の確保に向けて、新規開

設に必要な支援等の検討を進めます。 

― 

障 害 者

支 援 施

設数 

未設置 充実 
自立生活

支援課 
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基本施策（４）災害発生時の支援 

① 防災意識の向上 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

防災意識の向上 

災害による被害を最小限にくい止める

ため、平常時から、地域住民と連携した防

災訓練を実施するとともに、防災講座など

を通じて、防災知識の普及啓発を図りま

す。 

― 

出 前 講

座 の 参

加人数 

32 人 継続 
地域安全

課 

 

② 災害発生時の体制整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

災害発生時の体制

整備 

障がい者が災害時に安心して過ごせる

よう、福祉避難所の確保に努めます。 

また、災害発生時に適切な対応・支援が

できるよう、定期的に福祉避難所の開設訓

練を実施し、運営体制の充実に努めます。 

― 

災 害 発

生 時 に

お け る

福 祉 避

難 所 の

設置数 

福 祉 避

難 所 の

開 設 訓

練 実 施

回数 

福 祉 避

難所： 

26 施設

（ う ち

障 が い

者（児）

関 係 施

設 10 施

設） 

開 設 訓

練： 

1 回 

充実 

地域安全

課 

自立生活

支援課 

２ 

地域ぐるみの支援

体制 

障がいのある人の個々の特性への配慮

の必要性を踏まえ、地域の障がい者関係団

体等と連携し、地域全体での取組体制を構

築します。 

また、障害者福祉センターでは、地域が

実施する防災訓練に積極的に参加し、地域

との協力関係を構築します。 

― 

地 域 に

お け る

防 災 訓

練 へ の

参 加 人

数 

新 型 コ

ロ ナ ウ

イ ル ス

感 染 症

の 影 響

で 不 参

加 

継続 

地域安全

課 

自立生活

支援課 
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第５章    数値目標とサービスの見込量 

（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画） 
 

 

１ 第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画に 
おける目標の進捗状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令和５年度末の施設入所者
数 

60 人 58 人 

令和５年度末までの地域生
活移行者数 

4 人 4 人 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

保健、医療、福祉関係者によ
る協議の場の開催回数 

3 回 7 回 

保健、医療（精神科、精神科
以外の医療機関別）、福祉、介
護、当事者、家族等の関係者
ごとの参加者数 

13 人 20 人 

保健、医療、福祉関係者によ
る協議の場における目標設
定及び評価の実施回数 

1 回 2 回 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

地域生活支援拠点等の運用 年 1 回以上 1 回 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  
 

 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労移行支援） 

10 人 19 人 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労継続支援Ａ型） 

1 人 0 人 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労継続支援Ｂ型） 

2 人 1 人 

令和５年度における就労定
着支援事業の利用者数 

34 人 8 人 

 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備等  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令和５年度末までに 
児童発達支援センター設置 

設置済 設置済 

令和５年度末までに保育所
等訪問支援を利用できる体
制構築 

実施する 実施済 

令和５年度末までに重症心
身障害児を支援する児童発
達支援事業所の確保 

確保済 確保済 

令和５年度末までに 
重症心身障害児を支援する
放課後等デイサービス事業
所の確保 

確保済 確保済 

令和５年度末までに医療的
ケア児支援のための協議の
場 

設置予定 設置済 

令和５年度末までに医療的
ケア児等に関するコーディ
ネーターの配置 

配置予定 設置済 
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（６）相談支援体制の充実・強化等   
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

総合的・専門的な相談支援
（実施の有無） 

有 有 

地域の相談支援事業者に対
する訪問等による専門的な
指導・助言件数 

1 件 1 件 

地域の相談支援事業者の人
材育成の支援件数（研修含
む） 

1 件 1 件 

地域の相談機関との連携強
化の取組の実施回数 

4 回 6 回 

 

 

  



  
92 

２ 第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画における数値目標
設定について【成果目標】 

障害者総合支援法第８８条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法第３３条の

20に基づく「障害児福祉計画」の数値目標について、国の基本指針を踏まえるとと

もに、本市における過去の実績と地域の実情を考慮し、令和８年度を目標年度とし

て設定します。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

目標値 設定の考え方 

令和８年度末の 
施設入所者数 

55 人 
令和４年度末時点（58 人）から５％削減 
【国指針：令和４年度末時点の施設入所者数から５％
以上削減】 

令和８年度末までの 
地域生活移行者数 

4 人 

令和４年度末の施設入所者数（58 人）の６％が、施設
からグループホーム等へ地域移行 
【国指針：令和４年度末の施設入所者数の６％以上が
地域生活に移行】 

 
○目標達成のための方策 

施設入所者及び出身世帯の状況を把握し、施設から地域生活への移行を希望する

者に対して、サービスの調整・確保を図りつつ、施設退所及び退所後の生活への支

援を行っていきます。 

また、生活の場の確保、地域医療との連携体制の整備、地域生活支援拠点等の整

備に取り組みます 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  

目標値 設定の考え方 

令和８年度末の長期入
院患者の地域生活への
移行に伴う地域の精神
保健医療福祉体制の基
盤整備量（利用者数） 

都に 
おいて 
算出中 

【国指針：当該市町村が属する都道府県が、当該市町村
の区域における令和８年度末の長期入院患者の地域生
活への移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤
整備量（利用者数）を定める】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の
開催回数 

3 回 3 回 3 回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の
参加者数 

13 人 13 人 13 人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標
設定及び評価の実施回数 

1 回 1 回 1 回 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 2 人 2 人 2 人 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 16 人 15 人 15 人 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 42 人 45 人 49 人 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）の利用者数 18 人 22 人 26 人 

 

○目標達成のための方策 

自立支援協議会において精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関す

る課題抽出、課題解決のための目標設定や取り組みを継続します。また、より多角

的な視点から課題を捉え解決に向けた取り組みを行うため、引き続き協議の場の充

実を図ります。 
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（３）地域生活支援拠点等の整備  

目標 設定の考え方 

地域生活支援拠点等が有する機能の充
実 

【国指針：令和８年度末までの間に、地域生活支援拠点等
を確保しつつ、その機能の充実のため、コーディネーター
を配置するなどにより効果的な支援体制の構築を進め、
また、年１回以上運用状況を検証、検討することを基本】 

強度行動障害を有する者への支援体制
の充実 

【国指針：令和８年度末までに、強度行動障害を有する者
に関して、各市町村又は圏域において、支援ニーズを把握
し、支援体制の整備を進めることを基本】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

地域生活支援拠点の設置か所数 

面的整備型 1 か所 1 か所 1 か所 

多機能拠点整備型 0 か所 0 か所 0 か所 

検証及び検討の実施回数について、年間の見込み数 1 回 1 回 1 回 

強度行動障害を有する者への支援体制の充実 検討 検討 検討 

 

〇目標達成のための方策 

地域生活支援拠点等を障害者の生活を地域全体で支える核として機能させるため、

基幹相談支援センターと連携し、関係者への研修等を行います。また、運営する上

での課題を共有できるよう、拠点等に関与するすべての機関及び人材の有機的な結

びつきを強化します。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  

目標値 設定の考え方 

福祉施設から一般就労へ
の移行者数 

26 人 
(1.28 倍増) 

令和８年度末時点で、就労移行支援事業等（生活介護、
自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）から一般就労
へ移行する人数。令和４年度実績値(20 人)の 1.28 倍増 
【国指針：令和３年度実績の 1.28 倍以上】 

就労移行支援事業からの
一般就労への移行者数 

27 人 
(1.41 倍増) 

令和８年度末時点で、就労移行支援から一般就労へ移行
する人数。令和４年度実績（19 人）の 1.41 倍増 
【国指針：令和３年度実績の 1.41 倍以上】 

就労継続支援事業からの
一般就労への移行者数 

1 人 
(1.28 倍増) 

令和８年度末時点で、就労継続支援Ａ型及び就労継続支
援Ｂ型から一般就労へ移行する人数。令和４年度実績値
(1 人)の 1.28 倍増 
【国指針：令和３年度の一般就労への移行実績の 1.29
倍以上、1.28 倍以上】 

就労移行支援事業利用終
了者に占める一般就労へ
移行した者の割合が５割
以上の事業所 

２事業所 

令和８年度末時点で、就労移行支援事業所のうち、就労
移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した
者の割合が５割以上の事業所を５割以上 
【国指針：就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事
業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が
５割以上の事業所を５割以上】 

一般就労へ移行した者の
うち就労定着支援事業を
利用した者の割合 

60％ 

令和８年度末時点で、一般就労へ移行した者のうち就労
定着支援事業を利用した者の割合。令和４年度実績値
(19 人中 8 人)の 1.41 倍増 
【国指針：令和８年度末の利用者数を令和３年度末実績
の 1.41 倍以上】 

就労定着支援事業所の就
労定着率８割以上の事業
所の割合 

50％ 

令和８年度の就労定着支援事業の利用終了後の一定期
間における就労定着率が７割以上となる就労定着支援
事業所の割合を５割以上。【国指針：令和８年度の就労
定着支援事業の利用終了後の一定期間における就労定
着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割合を２
割５分以上とすることを基本】 

 

○目標達成のための方策 

障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等との連携を進めながら、障害の

ある人の就労を支援していきます。 

また、特別支援学校等卒業生を含めた障害のある人の就労支援をより一層推進し

ていくため、特別支援学校等との連携も強化していきます。 
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（５）障害児支援の提供体制の整備等  

目標 設定の考え方 

令和８年度末までに児童発達支援センター設置 
【国指針：令和８年度末までに、児童発達支
援センターを各市町村に少なくとも 1 か所以
上設置することを基本】 

令和８年度末までに保育所等訪問支援を利用でき
る体制構築 

【国指針：令和８年度末までに、すべての市
町村において、保育所等訪問支援を利用でき
る体制を構築することを基本】 

令和８年度末までに重症心身障害児を支援する児
童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業所
の確保 

【国指針：令和８年度末までに、各主に重症
心身障害児を支援する児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所を各市町村に
少なくとも１か所以上確保することを基本】 

令和８年度末までに保健、医療、障害福祉、保育、
教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場 

【国指針：保健、医療、障害福祉、保育、教
育等の関係機関等が連携を図るための協議の
場を設けるとともに、医療的ケア児等に関す
るコーディネーターの配置を基本】 

令和８年度末までに医療的ケア児等に関するコー
ディネーターの配置 

 
活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム
等の支援プログラム等の受講者数 

15 人 15 人 15 人 

ペアレントメンターの人数 2 人 3 人 3 人 

ピアサポートの活動への参加人数 検討 検討 検討 

 

○目標達成のための方策 

地域の関係機関や団体と連携しながら、新たな事業所の参入を促進し、整備等を

図ります。 

また、医療機関等との一層の連携により、子ども一人ひとりの障害特性に応じて、

適切な対応により健全な発達が促せるよう支援の質の向上に努めていきます。 

 

  



 

 
97 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等  

目標 設定の考え方 

相談支援体制の充実・強化等に向けた取
組の実施体制を確保 

【国指針：相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の
実施体制を確保、個別事例の検討を通じた地域サービス
基盤の開発・改善等を行う取組を行うために必要な協議
会の体制を確保】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

総合的・専門的な相談支援の実施 有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門
的な指導・助言件数 

2 件 2 件 2 件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 1 件 1 件 1 件 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 6 回 6 回 6 回 

主に計画相談支援等に従事する相談支援専門員 16 人 17 人 19 人 

 

 

○目標達成のための方策 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相談支援センターを

設置しており、相談支援事業所等への専門的指導や助言を行います。また、研修会

の開催等を通して相談支援事業者の人材育成に努め、相談支援体制の強化を図りま

す。 

地域の関係機関との連携を通して、誰もが、地域の中で自分らしく暮らしていけ

るための必要な地域づくりを目指します。 

 

  



  
98 

 

（７）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築  

目標 設定の考え方 

サービスの質の向上を図るための取組
に係る体制の構築 

【国指針：サービスの質の向上を図るための取組に係る
体制を構築】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研
修その他の研修への市町村職員の参加人数 

6 人 6 人 6 人 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結
果の共有する体制の有無及びその実施回数 

4 回 4 回 4 回 

 

 

○目標達成のための方策 

市職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、障害福

祉サービス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス等

が提供できているのか検証を行っていくことが必要と考えます。そのため、県が実

施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修へ積極的に参加します。 

また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組

や適正な運営を行っている事業所を確保していきます。 
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３ 障害福祉サービス・障害児支援の見込量 

（１）訪問系サービス  

【居宅介護（ホームヘルプ）】 

居宅にて、入浴、排泄、食事の介助等を行うサービスです。 

 

【重度訪問介護】 

重度の障害があり常に介護を必要とする人に対して、居宅にて入浴、排泄、食事

の介護のほか、外出時における移動の介護などを総合的に行うサービスです。 

 

【同行援護】 

行動に著しい困難を有する重度の視覚障害のある人に対して、外出時に同行し、

移動に必要な情報の提供などを行うサービスです。 

 

【行動援護】 

知的障害・精神障害のために行動上著しい困難があり、常時介護を必要とする人

に対して、行動の際の危険回避や外出時の移動の介護を行うサービスです。 

 

【重度障害者等包括支援】 

常時介護が必要で、その必要性が著しく高い人に対して、居宅介護その他障害福

祉サービスを包括的に提供するサービスです。 
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① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
人/月 144 145 146 

時間/月 1,427 1,437 1,447 

重度訪問介護 
人/月 12 13 13 

時間/月 4,009 4,343 4,343 

同行援護 
人/月 29 31 33 

時間/月 606 647 689 

行動援護 
人/月 23 30 39 

時間/月 353 460 598 

重度障害者等包括支援 
人/月 0 0 0 

時間/月 0 0 0 

 

② 見込量確保の方策 

今後の地域生活への移行促進等を踏まえ、サービス提供体制を充実させるため、

事業所の新規参入を働きかけるとともに、介護保険サービス事業所に対して障害福

祉サービスへの参入を促すことで、利用ニーズに応じてサービスを受けることがで

きる提供体制の確保に努めます。 

また、利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対し

て指導、監査及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 
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（２）日中活動系サービス  

【生活介護】 

常時介護が必要な人に対して、主に日中に入浴、排泄、食事の介護等を行うとと

もに、創作活動又は生産活動の機会の提供を行うサービスです。 

 

【自立訓練（機能訓練・生活訓練）】 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力

の向上のための訓練を行うサービスです。 

 

【就労移行支援】 

一般企業等への就労を希望する障害のある人に、一定期間、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）】 

一般企業等での就労が困難な人に働く場を提供するとともに、就労に必要な知識・

能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労定着支援】 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労にともなう環境

変化により生活面の課題が生じている人に対して、障害者との相談を通じて生活面

の課題を把握するとともに、企業や関係者等との連絡調整やそれにともなう課題解

決にむけて必要となる支援を行うサービスです。 

 

【就労選択支援】 

就労アセスメントの手法を活用して整理した就労能力や適性、配慮事項などに応

じて障害者本人が雇用や福祉、医療などの関係機関と連携しつつ、一般就労や就労

継続支援Ａ型、Ｂ型などの就労系障害福祉サービスの事業所の利用の選択を支援す

るサービスです。 

 

【療養介護】 

医療と常時介護を必要とする障害のある人に対して、主に日中に医療機関で機能

訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び日常生活の援助を行う

サービスです。 
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【短期入所】 

居宅で介護する人が病気の場合などに短期間施設へ入所し、入浴、排泄、食事の

介護等を行うサービスです。 

 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
人/月 189 190 192 

人日/月 3,617 3,636 3,674 

自立訓練(機能訓練） 
人/月 7 6 6 

日/月 45 39 39 

自立訓練(生活訓練） 
人/月 28 33 40 

日/月 458 540 655 

就労移行支援 
人/月 72 77 82 

日/月 1,122 1,200 1,278 

就労継続支援(Ａ型） 
人/月 12 12 12 

日/月 228 228 228 

就労継続支援(Ｂ型） 
人/月 222 226 230 

日/月 3,259 3,318 3,377 

就労定着支援 人/月 30 34 38 

就労選択支援 人/月 - 12 12 

療養介護 
人/月 11 10 10 

日/月 332 302 302 

短期入所 
日/月 45 46 46 

日/月 256 262 262 

短期入所（福祉型） 
人/月 38 39 41 

日/月 226 232 244 

短期入所（医療型） 
人/月 10 10 9 

日/月 32 32 29 
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② 見込量確保の方策 

今後もサービス利用者数の増加が見込まれるため、サービス需要の増大について

の情報提供に努め、社会福祉法人等の従来の事業の担い手だけにとどまらず、サー

ビス提供事業所と連携しながら、利用ニーズに応じたサービス提供を行うことがで

きるよう、さらなる利用定員の拡大と新たな事業所の参入を促進します。 

生活介護については、特に重症心身障害者の特性に対応できるサービス提供の充

実を図るために、関係機関や事業所等と連携しながら、人材の確保を図ります。 

就労移行支援事業や就労継続支援事業については、地域の関係機関や団体と連携

しながら、雇用促進に努めるとともに就労定着支援に対する事業所の参入を促進し

ます。 

短期入所については、今後も身近な地域で利用できるよう、サービス提供基盤の

充実に努めます 

 

  



  
104 

（３）居住系サービス  

【共同生活援助（グループホーム）】 

夜間や休日に共同生活を営む住居において、相談や日常生活上の援助を行うサー

ビスです。 

 

【施設入所支援】 

施設に入所している障害のある人に対して、主に夜間に入浴、排泄、食事の介護

等を行うサービスです。 

 

【自立生活援助】 

施設やグループホーム等を利用していた障害者で一人暮らしを希望する者等に対

し、定期的に利用者の居宅を訪問し、食事、洗濯、掃除などに課題はないか、公共料

金や家賃に滞納はないか、体調に変化はないか等を確認し、必要な助言や医療機関

等との連絡調整を行います。 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

共同生活援助 人/月 155 167 179 

重度障害者の共同生活援助 人/月 13 18 25 

施設入所支援 人/月 56 55 53 

自立生活援助 人/月 1 1 1 

 

②  見込量確保の方策 

共同生活援助（グループホーム）に関しては、施設入所者の地域移行の推進が求

められる中で、施設からの移行の受け皿や親亡き後も障害者が地域で暮らし続ける

ための受け皿になることが今後も期待されることから、地域の理解を深めながら、

新規事業者の参入を促進するとともに、生活の場の確保に努めます。 

施設入所に関しては、支援が必要な人が利用できるようサービス提供に努めます。

また施設やグループホームの利用者が一人暮らしを希望する際の必要な支援の充実

を図るために、自立生活援助に対する事業所の整備を進めます 
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（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援  

【計画相談支援】 

市町村は、必要と認められる場合、特定相談支援事業者が作成するサービス利用

計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行います。支給決定を受けた障害

のある人またはその保護者が、対象となる障害福祉サービスを適切に利用できるよ

う、支給決定を受けた障害のある人の心身の状況やおかれている環境、障害福祉サ

ービスの利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、サービス利用計画を作成

します。 

 

【地域移行支援】 

障害者支援施設や精神科病院に入所等をしている障害のある人に対し、住居の確

保や、地域生活に移行するために障害福祉サービス事業所等への同行支援、入所施

設や精神科病院への訪問による相談等の支援を行います。 

 

【地域定着支援】 

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に対して、

相談・訪問等の支援を行います。 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 人/月 203 232 266 

地域移行支援 人/月 2 2 2 

地域定着支援 人/月 16 15 15 

 

② 見込量確保の方策 

計画相談支援をすべての対象者に実施できるよう、サービス提供体制の機能の強

化に努めるとともに、地域生活への移行者や、計画相談支援が必要な人を把握し、

サービス利用の促進に努めます。 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたって、精神障

害のある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

う、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 
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（５）障害児支援  

【児童発達支援】 

就学前の子供を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練などを行います。 

 

【医療型児童発達支援】 

就学前の子供を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練等を行うとともに、身体の状況により、治療も行います。 

 

【居宅訪問型児童発達支援】 

重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発達支援等の障害児通所支

援を受けるために外出することが著しく困難な障害児に対し、障害児の居宅を訪問

し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

 

【放課後等デイサービス】 

就学中の障害のある子供に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生

活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって自

立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

 

【保育所等訪問支援】 

保育所等を現在利用中の障害のある子供、又は今後利用する予定の障害のある子

供が、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、

保育所等に対して訪問による支援を行います。 

 

【障害児相談支援】    

障害児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、障害児支援利用計画

を作成します。 

 

【医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの設置】 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整

するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等を配置します。 
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① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
人/月 103 112 120 

日/月 1,094 1,189 1,274 

医療型児童発達支援 
人/月 2 2 2 

日/月 8 8 8 

居宅訪問型児童発達支援 
人/月 0 0 0 

回/月 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人/月 291 315 340 

日/月 2,565 2,776 2,997 

保育所等訪問支援 
人/月 23 38 64 

回/月 36 60 101 

障害児相談支援 人/月 42 47 53 

医療的ケア児に対する関連
分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数 

人/年 2 2 2 

 

 

③  見込量確保の方策 

今後もサービスに対する需要が増大していくことが見込まれるため、社会福祉法

人等の従来の事業の担い手だけにとどまらず、より幅広く多くのサービス提供事業

者の一層の参入を促進していきます。特に、医療的ケア児や重症心身障害児を受け

入れることができる事業所等の確保を図ります。 

 利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対して指導、

監査及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 

障害児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、

地域における支援体制の整備を進めます。 

障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就

労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構

築を図ります。 
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４ 地域生活支援事業の見込量 

① 必要な量の見込み 

【必須事業】 

Ⅰ．理解促進研修・啓発事業 

障害のある人が日常生活及び社会生活を行う上で生じる「社会的障壁」をなくす

ため、地域住民に対して、障害のある人に対する理解を深めるための研修会やイベ

ント等の開催、啓発活動などを行います。 

 

Ⅱ．自発的活動支援事業  

障害のある人やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピア

サポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動など）を支援します。 

 

Ⅲ．相談支援事業 

（ア）障害者相談支援事業 

障害のある人等の福祉に関する問題に対して相談に応じ、必要な情報提供及び助

言などを行うとともに、虐待の防止やその早期発見のための関係機関との連絡調整、

障害のある人たちの権利擁護のために必要な援助を行います。 

 

（イ）基幹相談支援センター等機能強化事業 

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターが適正かつ円

滑に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を

有する専門職員を市等に配置することにより、相談支援機能の強化を図ります。 

 

サービス名 単位 
見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理解促進研修・啓発事業 実施有無 有 有 有 

自発的活動支援事業 実施有無 有 有 有 

相談支援事業 

 

障害者相談支援事業 か所 16 17 19 

基幹相談支援センター等
機能強化事業 

か所 1 1 1 

住宅入居等支援事業 か所 1 1 1 

  



 

 
109 

 

Ⅳ．成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービス利用などの視点から、成年後見制度を利用することが有効と認

められる知的障害のある人、精神障害のある人に対し、成年後見制度の利用を支援

します。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度利用支援事業 人/年 1 1 1 

 

 

Ⅴ．成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対する研修、

安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援体制の構築などに取り組

みます。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度法人後見支援事業 実施有無 検討 検討 検討 

 

 

Ⅵ．意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のために意思疎通を図ることに支障があ

る障害のある人等が社会参加を行う際に意思疎通の円滑化を図るため、手話通訳者

及び要約筆記者の派遣を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

手話通訳者派遣事業 人/年 123 123 123 

要約筆記者派遣事業 人/年 18 18 18 

手話通訳者設置事業 人/年 102 102 102 

代筆・代読ヘルパー派遣事業 人/年 検討 検討 検討 
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Ⅶ．日常生活用具給付等事業 

重度障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付を行いま

す。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

日常生活用具給付等事業 

 

介護訓練支援用具 件/年 12 12 12 

自立生活支援用具 件/年 10 10 10 

在宅療養等支援用具 件/年 14 14 14 

情報・意思疎通支援用具 件/年 24 24 24 

排泄管理支援用具 件/年 144 144 144 

居宅生活動作補助用具 
（住宅改修費） 

件/年 7 7 7 

 

 

Ⅷ．手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害のある人等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として

期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成します。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

終了見込者数 人/年 4 4 4 

 

Ⅸ．移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害のある人について、社会生活上必要不可欠な外出及び

余暇活動等の社会参加のための外出支援を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

移動支援事業 
人/年 129 137 145 

時間/年 11,273 11,972 12,672 
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Ⅹ．地域活動支援センター機能強化事業 

障害のある人が地域において充実した日常生活や社会生活を営むことができるよ

う、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等が適正かつ円滑に実

施されるための機能強化を図ります。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基礎的事業 
か所 2 2 2 

人/年 151 151 151 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅰ型 

か所 1 1 1 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅱ型 

か所 1 1 1 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅲ型 か所 0 0 0 

 

③  見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいるため、今後は利用が促進されるよう、サ

ービスの質的向上を図るとともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図

ります。 

成年後見制度法人後見支援事業について、成年後見制度における後見等の業務を

適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するため、法人後見に要する

運営体制、財源確保、障がい者等の権利擁護、後見監督人との連携手法等の法人後

見推進のための検討を行います。 

意思疎通支援が円滑に実施されるよう、ボランティア団体等へ働きかけ、手話奉

仕員の研修の参加を促進し、人材を確保します。 

障害のある人の生活の質の向上を図ることができるよう、障害の特性に合わせた

適切な日常生活用具の給付を行います。 

移動支援事業は多くの利用が見込まれる事業であることから、必要な人が利用で

きるようサービスの利用状況の把握を行うとともに、適切な事業運営に努めます。 
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【任意事業】 

Ⅰ．訪問入浴サービス事業 

本事業の利用を図らなければ入浴が困難である在宅の身体障害のある人を対象に、

居宅に訪問し、入浴サービスを提供します。 

 

Ⅱ．日中一時支援事業 

活動場所が必要な障害のある人等を対象に、活動の場を提供し、社会に適応する

ための日常的な訓練を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問入浴サービス 
か所 777 871 977 

人/年 11 12 14 

日中一時支援事業 
か所 4 4 5 

人/年 55 55 68 

住宅改修費用助成 人/年 4 4 4 

自動車運転免許取得費助成 人/年 1 1 1 

自動車改造費用助成 人/年 2 2 2 

 

② 見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいる事業については、サービスの質的向上を

図るとともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図ります。 

今後も一定のサービス提供を行うとともに、利用希望者に対応できるよう、各サ

ービスの提供体制を構築します。 
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第６章    計画の推進 

 

 

１ 計画の推進 

計画の実現のためには、市民との協働のもと、庁内でも横断的な取り組みができ

るような体制づくりに努めるとともに、広域的・専門的課題に対しては国や東京都

等の関係機関も含めた広域的な連携を取りながら、障がい者福祉施策を総合的に推

進していくことが必要です。 

 

（１）計画の推進体制  

本計画を推進するためには、保健・福祉・医療のみならず、都市計画・教育・産業

などの分野で全庁的な取り組みが必要であり、さらに市民の協力が不可欠です。 

本計画を具体化していくために、多様な人材の育成・確保に努めるとともに、保

健・医療・福祉関係分野の連携の強化など、推進体制の整備を図り、必要に応じて関

係機関との協議の場や庁内関係部署によりケースカンファレンスや情報共有を行っ

ていきます。 

また、サービスの基盤整備体制として、利用者が安心してサービス提供を受けら

れるように、サービス提供者との連携・支援を継続しつつ、民間事業者が持つノウ

ハウ等を活用した柔軟かつ適正な施設の維持管理を目的とした障害者福祉センター

の民営化に関しては、利用者の意向を最大限に考慮し、今後の社会情勢等を踏まえ、

市の関与の必要性も含めて慎重かつ丁寧に検討します。 

さらに、福祉共同作業所は、福祉的就労を目的とした施設ですが、利用者の高齢

化等により福祉的就労以外の役割も考えていく必要があり、必要なサービス提供量

の確保の観点からも、（仮称）新福祉会館への移転を機に、今後の施設の在り方につ

いて様々な視点を持って検討していきます。 

本計画の進捗状況の把握については、小金井市地域自立支援協議会と連携を図り

ながら、計画の推進に関する必要事項の協議・検討を行い、本計画の推進に向けて

関係機関との連携や広域的な行政連携を強化します。 
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（２）ネットワーク構築に向けて 

障がい者福祉推進のためのネットワーク構築に向けて、市内事業所や関係団体と

の連携を深め、ニーズを的確に把握し、小金井市地域自立支援協議会と連携・協議

を重ねながら、本計画の着実な推進を図るとともに、相談・支援体制の強化に努め

ます。 

 

（３）国、東京都等の動きへの反映について  

本計画においては、施策の推進を図るため、障がいのある人のニーズの把握に努

め、進捗状況を定期的に確認し、事業運営に適切に反映していきます。 

また、各市と情報を共有し、より良い制度に向けて、市長会を通じて、国や東京都

に対し必要な働き掛けを行っていきます。 

今後も法制度の動向、社会情勢の変化等に対しては、状況に応じ、柔軟に対応し

ていきます。 

 

（４）計画の評価方法  

「第４章 施策の展開」に定める事業については、ＰＤＣＡサイクル（計画―実

施―評価―改善）の考え方に基づき、小金井市障害者計画等推進庁内連絡会及び小

金井市地域自立支援協議会において進捗状況の確認を毎年行います。また、最終年

度には達成状況の評価を行い、事業内容の見直し等を行うことで効果的な施策の推

進につなげるとともに、その後の計画に反映させます。 

 
  


